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様式１－２－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人海技教育機構 

評価対象中期目標期

間 

見込評価 

（中期目標期間実績評価） 

第４期中期目標期間（最終年度の実績見込を含む。） 

中期目標期間 令和３年～令和７年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣  国土交通省 

 法人所管部局  海事局 担当課、責任者  海技課    西畑  知明 

 評価点検部局  政策統括官 担当課、責任者  政策評価官  磯野 哲也 

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  

 

３．評価の実施に関する事項 

評価の実効性を確保するため実施した手続き等は以下のとおり。 

・理事長ヒアリング 令和 7 年 6 月 12 日実施 

・監事意見聴取   令和 7 年 6 月 12 日実施 

・外部有識者からの意見聴取（敬称略） 令和 7 年 6 月 17 日実施 

上窪良和 田渕海運顧問 

関利恵子 信州大学学術研究院社会科学系経法学部教授  

羽原敬二 神戸大学客員教授 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

・独立行政法人海技教育機構は、「独立行政法人に係る改革を推進するための国土交通省関係法律の整備に関する法律」（平成 27 年法律第 48 号）により、平成 28 年４月１日に独立行政法人航海訓練所と統合した。 
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様式１－２－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

（参考：見込評価）※期間実績評価時に使用 

 

評定に至った理由 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」（平成 27 年４月１日国土交通省決定）の規定に基づき、重要度の高い項目を考慮した項

目別評定を算術平均（以下算定式の通り。）すると 3.06 点となり、最も近い評定が「Ｂ」評定であること及び下記「法人全体の評価」を踏まえ、「Ｂ」評定とする。 

【項目別評定の算術計算】 

（Ａ４点×３項目＋Ｂ３点×２項目×２＋Ｂ３点×24 項目＋Ｃ2 点×１項目）÷（30 項目＋２項目）≒3.06 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定にあたっては評定ごとの点数を、「Ｓ」評定：５点、「Ａ」評定:４点、「Ｂ」評定：３点、「Ｃ」評定：２点、「Ｄ」評定：１点とする。重要度の高い１項目(項目別評定総括表、項目別評定調書参照)につ

いては加重を２倍としている。 

 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 項目別評価のとおり、評価項目全 30 項目のうち３項目について「中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている」、26 項目について「中期計画における所期の目標を達成している」、1 項目について

「中期計画における所期の目標を下回っている」となっており、独立行政法人海技教育機構（以下、「機構」という。）の業務運営については、全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成することが

見込まれる。 

 

全体の評定を行う上で特に

考慮すべき事項 

・特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

３．課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した課

題、改善事項 

【Ⅳ－（４）内部統制の充実・強化】 

内部統制の充実・強化の項目については、令和５、６年度の２年間、「C」評価であった。令和６年度に連続して戒告を受けた船員法違反については、適切な労務管理を徹底するとともに、是正した措置や改正

した規則について、職員一人一人に対しても周知・啓発を行い、遵守させる必要がある。不祥事事案に対する信頼回復に向けて、本部と現場、教員・教官同士の連携強化、管理上の課題への横断的な取組、情報

共有体制の構築を進める必要がある。 

その他改善事項 該当なし 

主務大臣による改善命令を

検討すべき事項 

該当なし 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 自己評価については、おおむね相違なし。 

その他特記事項 特になし 
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様式１－２－３ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表 

中期目標 年度評価 中期目標期間 

評価 

項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期目標 年度評価 中期目標期 

評価 

項目別

調書№ 

備考 

 

 3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

7 

年度 

見込 

評価 

期間実

績評価 

  3 

年度 

4 

年度 

5 

年度 

6 

年度 

7 

年度 

見込 

評価 

期間実

績評価 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 (1) 海技教育の実施 B B B B  B      効率的な業務体制の確立 B B B B  B  Ⅱ-(1)  

 内

航

船

員

養

成 

養成定員と養成課程 B○ B○ A○ B○  B○ 
 

Ⅰ-(1) 
   業務運営の効率化に伴う経

費削減 

B C B B  B  Ⅱ-(2)  

課程の再編 B B A B  B  Ⅰ-(1)    調達方法の見直し B B B B  B  Ⅱ-(3)  

教育内容の高度化 B B B B  B  Ⅰ-(1)    人件費管理の適正化 B B B B  B  Ⅱ-(4)  

航海訓練 B B B B  B  Ⅰ-(1)  
  業務運営の情報化・電子化

の取組 

B B A B  B  Ⅱ-(5)  

                      

外

航

船

員

養

成 

養成定員と養成課程 A○ B○ B○ A○  B○  Ⅰ-(1)             

教育内容の高度化 B B B B  B  Ⅰ-(1)             

航海訓練 B B B B  B  Ⅰ-(1)             

 
     

  
  

           

実務教育 A B B A  A  Ⅰ-(1)   Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

            自己収入の確保 B B B A  B  Ⅲ-(1)  

 
     

  
  

  保有資産の検証・見直し B B B B  B  Ⅲ-

(2） 

 

(2) 研究の実施 A A A A  A      業務達成基準による収益化 B B B B  B  Ⅲ-(3)  

 研究活動の活性化 B B B B  B  Ⅰ-(2)    予算、収支計画、資金計画 B B B B  B  Ⅲ-(4)  

質の向上に資する研究 A A A A  A  Ⅰ-(2)    短期借入金 － － － －  －  Ⅲ-(5)  

            重要財産の処分 B B B B  B  Ⅲ-(6)  

(3) 成果の普及・活用促進 B B A A  B      剰余金の使途 － － － －  －  Ⅲ-(7)  

 海技教育の知見の普及・活

用 
B B A A  B 

 Ⅰ-(3) 
 

            

研究成果の普及・活用 A A A A  A  Ⅰ-(3)   Ⅳ．その他の事項 

海事広報活動の促進及び人

材の確保 
B C A A  B 

 
Ⅰ-(3)  

  施設・設備の整備 B B B B  B  Ⅳ-(1)  

国民・業界等からのニーズ

の把握とその対応 
B A B B  B 

 
Ⅰ-(3)  

  人事に関する計画 B B B B  B  Ⅳ-(2)  

災害時の支援活動 B B B B  B  Ⅰ-(3)    積立金の使途  B B B B  B  Ⅳ-(3)  

            内部統制の充実・強化 B B C C  C  Ⅳ-(4)  

            情報セキュリティ対策 B B B B  B  Ⅳ-(5)  

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。  
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（1） 海技教育の実施 

業務に関連する政策・施策 政策目標：Ⅸ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

施策目標：36 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る   

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

・「船員養成の改革に関する検討会」において、教育内容の高度化に向けた

適切な措置等を講ずることとしており、上記「（1）新人船員養成」は、そ

の達成に向けた重要な要素であるため。 

・特に、海事関連企業への就職率について、我が国の内航海運では十分な数

の若年船員を育成することが必要であり、機構は内航新人船員の重要な供給

源であり、主要な役割を果たしているため。 

・求人状況は海運業界の景気により大きく変動するなど、外部要因の影響を

大きく受ける。売り手市場が見込まれるが、新型コロナウイルス感染症拡大

の影響は予想が困難である。機構は、安定的・持続的に船員を供給するのが

使命であることから、重要度は高い。 

【困難度：高】 

・海事関連企業への就職率は、その求人状況が海運業界の景気により大きく

変動するなど、外部要因の影響を受けるため。 

・内航船社へ就職する生徒・学生に対するきめ細かな就職指導と、学校職員

による企業訪問の継続的な実施や求人開拓が必要であるため。 

・海技士国家試験の合格率は、機構のパフォーマンスを最大限に引き出し、

学力に応じたきめ細かい個別指導や教材の作成、練習船における試験指導な

どの努力を継続しなければ、達成できない目標として設定しているため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663    

 

2．主要な経年データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①主要なアウトプット（アウトカム）情報   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度   3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 

養成定員 
（四級海技士） 

400 名 390名 400名 400名 400名 405名  
 

予算額（千円） 6,598,390 6,407,862 6,589,267 6,954,466 
 

就職率 

（計画値） 

海技学校 

95%以上 

本科 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

海技学校 

95%以上 

  
決算額（千円） 6,967,766 7,282,632 7,047,727 7,062,230 

 

就職率 

（実績値） 

 
96.9% 95.5% 96.5% 96.9% 96.1%  

 
経常費用（千円） 6,558,520 6,636,219 6,856,952 7,115,311 

 

達成度  102.0% 100.5% 101.6% 102.0% 101.2%   経常利益（千円） 2,437 -40,263 63,240 20,693  

就職率 

（計画値） 

海技短大(専修科) 

95%以上 

専修科 

95%以上 

海技短大(専修科) 

95%以上 

海技短大(専修科) 

95%以上 

海技短大(専修科) 

95%以上 

海技短大(専修科) 

95%以上 

  
行政コスト（千円） 6,908,855 7,020,874 7,179,112 7,425,324 

 

就職率 

（実績値） 
 99.6% 99.1% 99.2% 98.4% 100.0%  

 
従事人員数 565 561 553 542 

 

達成度  104.8% 104.3% 104.4% 103.6% 105.3%         

就職率 

（計画値） 

海技大学校 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
     

 

  

就職率 

（実績値） 
 100.0% 100.0% 100.0% 92.9% 100.0%  

       

達成度  105.3% 105.3% 105.3% 97.8% 105.3%         

合格率 

（計画値） 

海技学校 

85%以上 

本科 

80%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

海技学校 

85%以上 

        

合格率 

（実績値） 
 65.8% 73.8% 82.7% 88.5% 88.1%  

       

達成度  82.3% 86.8% 97.3% 104.1% 103.6%         

合格率 海技短大(専修科) 専修科 海技短大(専修科) 海技短大(専修科) 海技短大(専修科) 海技短大(専修科)         
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（計画値） 95%以上 95%以上 95%以上 95%以上 95%以上 95%以上  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合格率 

（実績値） 
 100.0% 97.4% 97.8% 97.4% 91.9%  

       

達成度  105.3% 102.5% 102.9% 102.5% 96.7%         

合格率 

（計画値） 

海技大学校 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 

海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
海上技術コース 

95%以上 
        

合格率 

（実績値） 
 100.0% 100.0% 97.5% 100.0% 97.9%  

       

達成度  105.3% 105.3% 102.6% 105.3% 103.1%         
アンケート指標 

（計画値） 
肯定意見 

80%以上 － 80%以上 80%以上 80%以上 

 

80%以上 

        

アンケート指標 

（実績値） 
 

－ 99.0% 98.1% 95.0% 96.3%  
       

達成度  － 123.8% 122.6% 118.8% 120.4%         

合格率 

（計画値） 

水先コース 

90%以上 
－ 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 

水先コース 

90%以上 
        

合格率 

（実績値） 

 
－ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%  

       

達成度  － 111.1% 111.1% 111.1% 111.1%         

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 1．海技教育の実施 

「独立行政法人海

技教育機構法」（平

成 11 年法律第 214

号。以下「機構法」

という。）第 11 条

第 1 項第 1 号に基づ

き、「船員となろう

とする者に対する教

育」（新人船員養

成）及び「船員に対

する教育」（実務教

育）を実施する。 

また、機構法第

11 条第 2 項に基づ

き、「国際航海船舶

及び国際港湾施設の

保安の確保等に関す

る法律」（平成 16

年法律第 31号）第 8

条第 2 項の規定によ

る同条第 1 項の講習

の実施に関する業務

を行う。 

海技教育の実施に

当たっては、人口減

少社会の中で船員の

安定的・効果的な確

保・育成が求められ

（1）海技教育の実

施 

「独立行政法人海

技教育機構法」（平

成 11 年法律第 214

号。以下「機構法」

という。）第 11 条

第 1項第 1号に基づ

き、「船員となろう

とする者に対する教

育」（新人船員養

成）及び「船員に対

する教育」（実務教

育）を実施する。 

また、機構法第

11 条第 2 項に基づ

き、「国際航海船舶

及び国際港湾施設の

保安の確保等に関す

る法律」（平成 16

年法律第 31号）第 8

条第 2項の規定によ

る同条第 1項の講習

の実施に関する業務

を行う。 

海技教育の実施に

当たっては、国際条

約に的確に対応する

とともに、船員教育

  海技教育の実施の評定：B 

【細分化した項目の評定の

算術平均】 

（A4 点×1 項目＋B3 点×2

項目×2＋B3点×5項目）÷

（8項目＋2項目）＝3.1 

したがって、算術平均に最

も近い評定は「B」評定で

ある。 

 

※算定にあたっては評定毎

の点数を、S：5 点、A：4

点、B：3点、C：2点、D：1

点とし、重要度の高い項目

については加重を 2 倍とし

ている。 

評定 B 評定  

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（A4 点×1 項目＋B3 点×2 項目×2＋B3 点×5

項目）÷（8項目＋2項目）＝3.1 

したがって、算術平均に最も近い評定は「B」

評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数を、S：5

点、A：4点、B：3点、C：2点、D：1点とし、

重要度の高い項目については加重を2倍として

いる。 
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ていることを踏ま

え、国際条約に的確

に対応するととも

に、「船員養成の改

革に関する検討会」

の結果や業界のニー

ズを反映した海技教

育の見直し及び練習

船や学校施設運用の

効率化に向けた取組

を進める。 

また、海技教育に

関し持続可能な取組

を進め、引き続き船

員の安定的・効果的

な確保・育成を推進

していく。 

 

機関及び海運業界と

連携してのニーズの

一層の精査や、これ

ら関係者を交えて検

討する国の施策に沿

って、必要とされる

教育を効果的・効率

的に行えるよう、教

育体制を見直し、海

技教育全般の質の向

上を図る。 

  

（1）新人船員養成 

① 内航船員養成 

(a)養成定員と養成

課程 

内航船員養成事業

においては、四級海

技士から六級海技士

までの新人船員の養

成を行うものとし、

とりわけ、内航船員

の主な供給を担って

いる四級海技士養成

課程については、期

首の定員を 400 名と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内航新人船員の養

成定員及び課程につ

いては、社会情勢の

変化に応じて、船員

教育機関及び海運業

界等の関係者による

検討結果等を踏ま

え、期間中、拡大に

向けて定員を見直す

ものとする。 

 

① 新人船員養成 

ア 内航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

海上技術学校（以

下「海技学校」とい

う。）及び海上技術

短期大学校（以下

「海技短大」とい

う。）の新人船員養

成については、期首

の定員を 400 名とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、内航新人船

員の養成定員及び課

程については、社会

情勢の変化に応じ

て、船員教育機関及

び海運業界等の関係

者による検討結果を

踏まえ、期間中に見

直す。 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・養成定員及び養成課

程の見直しを検討した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 新人船員養成 

ア 内航船員養成 

a）養成定員と養成課程 

・四級海技士養成課程につ

いて、「船員養成の改革に

関する検討会」(以下「検

討会」という。)の結果を

踏まえ、海技学校の短大化

及び航海・機関両用教育か

ら専科教育への移行、更に

は施策の効果をより高めて

いくため、一部の学校で特

色のある教育内容に特化

（ECDIS(電子海図表示情報

システム)演習等）するな

ど、新たな工夫について検

討を行い、その検討結果を

反映したカリキュラムを策

定し、令和３年度に小樽海

技学校を、令和６年度に唐

津海技学校を、それぞれ海

技短大とし、航海専科課程

教育を開始した。 

 

・養成定員について、海技

学校の短大化により小樽校

の養成定員を 30 名から 40

名に拡大し、養成期間を３

年から２年に短縮すること

で、在籍者数を 90名（３学

年×30 名）から 80 名（２

学年×40 名）に減少させる

ことができ、教室や練習船

等の制限がある中、受入が

可能となった。この小樽海

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績により中期計

画等における目標を達成し

ていることから、自己評価

を B評定とする。 

 

・海技学校２校（小樽・唐

津）の短大化及び航海専科

化を実施 

○検討会の結果を踏まえ、

国や業界と学校体制の見直

しに向けた検討を重ね、令

和３年度に小樽海技学校

を、令和６年度に唐津海技

学校をそれぞれ海技短大化

し、航海専科校として開校

した。 

○短大化により、入学志願

者が全国規模に拡大し、よ

り優秀な船員志望者の獲得

が可能となった。 

○短大化に合わせて、航海

と機関の両用教育から航海

専科へ移行することによ

り、より高度かつ専門的な

教育体制を確立した。 

 

・内航船員養成定員数を独

法化以降最大の 405 名に拡

大 

○短大化によって、小樽校

で 10名、唐津校で５名、そ

れぞれの養成定員数を拡大

したことにより、機構によ

る内航船員養成定員数が令

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・内航船員養成定員を独立行政法人移行後、

最多となる405名とし、計画通りの実績を上げ

ている。 

 

・就職率については、中期目標期間中のすべ

ての年度において、計画値 95％を上回ってい

る。 

 

・海技士国家試験の合格率については、中期

目標期間中において、計画値 95％を下回って

いるところがあるものの、学生に対して海技

試験への意識調査を追加で実施し、学生意識

の状況を確認しながら航海・機関の両方合格

の重要性について再認識させるよう努める等

の改善に向けた取組を行っており、期間当初

から比較すると、改善傾向となっている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ること及び困難度「高」であることを踏ま

え、自己評価書の「B」との評価結果が妥当で

ある。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・養成定員を405名としたことは評価できる。 
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ⅰ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海事関連企業への就

職率は、期間中の各

年度とも 95％以上

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）四級海技士養成

課程（海技学校及び

海技短大）における

海技士国家試験の合

格率は、個々の学力

に応じたきめ細やか

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・海技学校及び海技短

大の定員数を 400 名と

する。 

 

 

 

 

・四級海技士養成課程

（海技学校及び海技短

大）における海事関連

企業への就職率は、期

間中の各年度とも 95％

以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・四級海技士養成課程

（海技学校及び海技短

大）における海技士国

家試験の合格率につい

ては、期間中の各年度

とも航海または機関の

技学校の短大化に伴い期首

の定員を 10名拡大の 400名

とした。さらに、令和６年

度に唐津海技学校を短大化

し、養成定員を 405 名に拡

大した。 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）海事関連企業への就職

率 

・以下の取組等の工夫を通

じて、海事関連企業への就

職率は、次のとおりの実績

を得た。 

 

［指標実績］ 

・海技学校 

R3：95.5% 

R4：96.5% 

R5：96.9% 

R6：96.1% 

・海技短大 

R3：99.1% 

R4：99.2% 

R5：98.4% 

R6：100.0% 

 

○コロナ禍においては、

WEB を積極的に活用し、リ

モートによる就職指導及び

就職説明会を行った。更

に、学校紹介動画を作成し

て船社に対し提供するな

ど、新たな取組も行った。 

○新型コロナウイルス感染

症が５類へ移行された令和

５年度からは、引き続き

WEB を活用しつつ、海技者

セミナーなど従来の対面型

による就職関連イベントに

積極的に参加させるなど、

きめ細やかな就職指導を行

った。 

 

ⅱ）海技士国家試験の合格

率 

・以下の取組等の工夫を通

じて、海技士国家試験の合

格率は、次のとおりの実績

を得た。 

和６年度から海技学校 70

名、海技短大 335 名の合計

405 名に達し、平成 13 年度

の独法化後最大の養成定員

数となった。現在の養成定

員数は定量的な指標として

設定した 400 名を上回って

おり、我が国における安定

的な内航船員の供給に大い

に寄与している。 

 

 

・きめ細やかな就職指導を

行うことにより、四級海技

士養成課程の海事関連企業

への各年度の就職率 95%以

上を達成 

○コロナ禍にあった令和３

年度及び令和４年度は、従

来の対面による就職指導が

困難な状況であったが、

WEB を積極的に活用し、リ

モートによる就職指導や説

明会を実施することで、定

量的指標に掲げる海事関連

企業への就職率 95％以上を

達成した。 

○新型コロナウイルス感染

症が５類感染症に移行され

た令和５年度からは、WEB

を活用した取組を継続しつ

つ、海技者セミナーなど就

職関連イベントに生徒・学

生を積極的に参加させると

ともに、よりきめ細やかな

指導を行うことで、指標を

上回る海事関連企業への就

職率 95%以上を達成した。 

○令和７年度においても、

同様の取組を行うことで、

指標を上回る見込みであ

り、期間中の各年度とも定

量的指標（海事関連企業へ

の就職率は、期間中の各年

度とも 95％以上）を達成す

る見込みである。 

 

 

・困難度「高」である海技

士国家試験の合格率につい

て、下記の取組により高水

準を維持 

○海技学校において、海技

士国家試験の合格率は、航
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な指導により、期間

中の各年度とも航海

または機関のいずれ

かに 95％以上合格

することを目指す。

また、期間中におけ

る航海・機関の両方

の合格率は、期間中

の各年度とも海技学

校は 85％以上、海

技短大は 95％以上

とする。 

 

いずれかに 95％以上と

する。 

・期間中における航

海・機関の両方の合格

率は、期間中の各年度

とも海技学校は 85％以

上、海技短大は 95％以

上とする。 

 

 

 

［指標実績］ 

・航海または機関のいずれ

かの合格率 

○海技学校 

R3：94.2% 

R4：97.1% 

R5：99.0% 

R6：100.0% 

○海技短大 

R3：100.0% 

R4：99.1% 

R5：100.0% 

R6：100.0% 

 

・航海・機関の両方の合格

率 

○海技学校 

R3：73.8% 

R4：82.7% 

R5：88.5% 

R6：88.1% 

○海技短大 

R3：97.4% 

R4：97.8% 

R5：97.4% 

R6：91.9% 

 

・航海のみの合格率 

○海技短大（航海専科） 

R5：100.0% 

R6：100.0% 

 

【合格率向上のための取

組】 

○口述試験過去問題集の配

布、模擬試験の実施及び希

望者に対する個別指導の実

施 

○全校統一実力試験の実施 

○WEB実力試験の実施 

○WEB チャレンジ課題の実

施 

○練習船問題集の早期配布 

○学校教科書の内容と練習

船問題集の相互活用促進の

ための学校教科書を改訂 

○学校教員と練習船教官と

の意見交換会の実施 

○自学自習ソフトの作成及

び活用 

○学校間の口述試験関係情

報共有の促進 

○WEB を活用したリモート

海・機関いずれかの合格

率、両方の合格率ともに定

量的指標を下回っていた

が、令和５年度以降は、左

記取組により、定量的指標

を達成した。 

○海技短大において、海技

士国家試験の合格率は、航

海・機関いずれかの合格率

は各年度 99％以上の高い水

準を推移し、両方の合格率

は令和６年度を除き定量的

指標を達成した。また、航

海専科においては、各年度

100%を達成した。 

○コロナ禍では対面指導が

難しい状況であったが WEB

を活用し、リモートで補講

を実施した。 

○新型コロナウイルス感染

症が５類感染症に移行され

た令和５年度からは対面で

の補講を増加させるととも

に、WEB と対面指導を組み

合わせる等、より効果的な

口述試験対策を実施した。 
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補講の実施（コロナ禍の

み） 

 

  

(b)課程の再編 

海上技術学校（以

下「海技学校」とい

う。）及び海上技術

短期大学校（以下

「海技短大」とい

う。）で行っている

四級海技士養成課程

については、「船員

養成の改革に関する

検討会」の結果や業

界ニーズを踏まえ、

海技短大への重点化

や一部航海・機関の

両用教育を残すこと

を含め、両用教育か

ら航海・機関それぞ

れの専科教育等へ段

階的に移行を進め

る。 

 

b)課程の再編 

海技学校及び海技

短大で行っている四

級海技士養成課程に

ついては、「船員養

成の改革に関す 

る検討会」の結果や

業界ニーズを踏ま

え、海技短大への重

点化や一部航海・機

関の両用教育を残す

ことについて検討を

しながら、両用教育

から航海・機関それ

ぞれの専科教育へ段

階的に移行を進め

る。また、専科教育

や海技短大への移行

といった施策の効果

をより高めていくた

め、一部の学校で特

色のある教育内容に

特化するなど、新た

な工夫を検討し、内

航業界や地元関係者

等に理解が得られる

よう努める。 

 

ⅰ）各学校の再編に

ついては、業界のニ

ーズや学生の応募状

況等を適切に見極

め、船員養成の適正

な規模を確保・維持

するべく不断の見直

しを図る。 

 

ⅱ）令和 3年 4月に

航海科専門校となる

小樽海技短大におい

て養成定員を 10 名

増やした上で新たに

開校する。 

＜評価の視点＞ 

 

・四級海技士養成課程

について、海技短大へ

の重点化や一部航海・

機関の両用教育を残す

ことを含め、両用教育

から航海・機関それぞ

れの専科教育等へ段階

的に移行を進めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校再編に向け、検

討事項の洗い出し等、

検討を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

・令和 3 年 4 月に航海

科専科校として小樽海

技短大を養成定員を 10

名増やした上で開校し

たか。 

＜主な業務実績＞ 

b)課程の再編 

・四級海技士養成課程につ

いて、海技学校の短大化及

び航海・機関両用教育から

専科教育への移行、更には

施策の効果をより高めてい

くため、一部の学校で特色

のある教育内容（ECDIS 演

習等）に特化する新たな工

夫について検討を行い、そ

の結果を反映したカリキュ

ラムを策定し、令和３年度

に小樽海技学校、令和６年

度に唐津海技学校を、それ

ぞれ海技短大とし、航海専

科課程教育を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）各学校の再編 

・令和３年度に小樽海技学

校を、令和６年度に唐津海

技学校をそれぞれ海技短大

とし、航海専科課程教育を

開始した。 

 

 

 

ⅱ）航海専科校の開校 

・令和３年度に小樽海技学

校を海技短大とし、定員を

10名拡大して40名とした。 

・令和６年度に唐津海技学

校を海技短大とし、定員を

５名拡大して 45名とした。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績のとおり、前

中期計画で設定した小樽海

技学校の短大化及び航海専

科校への移行を達成したこ

とに加え、唐津海技学校の

短大化及び航海専科校へ移

行することを検討し、準備

を進め、達成したことを考

慮し、自己評価を B 評定と

する。 

 

・小樽海技学校の海技短大

化と航海専科校への移行を

達成 

○国や業界と学校体制の見

直しに向けた検討を重ねた

結果を踏まえ、令和３年度

に小樽海技学校を海技短大

化し、航海専科校として開

校した。 

○海技短大化によって養成

期間を３年６ヶ月から２年

に短縮し、養成定員数を 10

名拡大した。 

 

・唐津海技学校の海技短大

化と航海専科校への移行を

達成 

○所期の目標であった小樽

海技短大の開校は、令和３

年度に達成したが、引き続

き、検討会のとりまとめで

示された方針や、国や業界

と更なる検討を重ねた結

果、令和６年度に唐津海技

学校を海技短大化し、航海

専科校として開校した。 

○海技短大化によって養成

期間を３年６ヶ月から２年

に短縮し、養成定員数を５

名拡大した。 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・中期目標にあるとおり、国が設置した船員

養成の改革に関する検討会の結果を踏まえ、

海技学校の短大化及び専科教育へ段階的に移

行し、令和３年度に小樽海技学校を、令和６

年度に唐津海技学校をそれぞれ海技短大と

し、航海専科課程教育を開始した。これらの

学校においては業界ニーズを踏まえ、ECDIS

演習等を実施し、特色のある教育内容のカリ

キュラムを実施している。 

 

・さらに短大化によって養成期間を３年６ヶ

月から２年とすることで、船員養成期間を短

縮し、効率化を図るとともに、養成定員数の

拡大を行っている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 

 

 

  

(c)海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

 

c）海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

c）海運業界のニーズを踏

まえた教育内容の高度化等 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績により中期計

画等における目標を達成し

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・中期目標にあるとおり、教育内容の高度化

として、四級海技士養成課程航海専科校に
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国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上や

資質の涵養に資する

教育訓練、練習船の

多科・多人数配乗の

解消のため、陸上で

の代替訓練を取り入

れた教育訓練及び訓

練環境の充実を図

る。 

 

また、前中期目標

期間から取り組んで

いる座学教育と航海

訓練の一体的実施に

ついて、実施効果を

検証し更に推進す

る。 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上や

資質の涵養に資する

教育訓練、練習船の

多科・多人数配乗の

解消のため、陸上で

の代替訓練を取り入

れた教育訓練及び訓

練環境の充実を図る

ため、次の取組を行

う。 

また、前中期目標

期間から取り組んで

いる座学教育と航海

訓練の一体的実施に

ついて、実施効果を

検証し更に推進す

る。 

 

ⅰ）国際条約改正や

近年における技術革

新への対応として、

知識・技能に優れた

船員を養成するべく

四級海技士養成にお

いて ECDIS 登録講

習、BRM・ERM の各

訓練の導入を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・四級海技士養成にお

いて ECDIS 登録講習、

BRM・ERM の各訓練の導

入を検討したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）国際条約改正や近年に

おける技術革新への対応 

・小樽海技短大（航海専

科）の四級海技士養成課程

では、初めて１年次後期か

ら BRM(Bridge Resource 

Management)演習及び ECDIS

訓練をカリキュラムに組み

込み実施した。実施に当た

り以下の準備を行った。 

○ECDIS 登録講習を担当す

る航海科教員は講師要件を

満 た す た め に Type 

Specific 訓練を含む ECDIS

研修を受講した。 

○航海科教員はスキルアッ

プのために BRM 訓練に関す

る研修を受講した。研修受

講後は意見交換会等を通じ

て見直しを行い、学習指導

要領を改正し、結果を反映

した。 

・唐津海技短大（航海専

科）においても、ECDIS 登

録講習及び BRM 演習を導入

した。ECDIS 登録講習を担

当する航海科教員は講習・

研修を受講するとともに、

小樽海技短大で得た経験を

ていると総合的に判断し、

自己評価を B評定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・四級海技士養成課程航海

専科校に ECDIS 登録講習及

び BRM演習を導入・実施 

○令和３年４月に開校した

小樽海技短大（航海専科）

四 級 海 技 士 養 成課 程に

ECDIS 登録講習及び BRM 演

習を導入した。 

○令和６年４月に開校した

唐津海技短大（航海専科）

においても ECDIS 登録講習

及び BRM演習を導入した。 

○教員は ECDIS 研修や BRM

研修を継続して受講するこ

とで、高度な教育を実施す

る体制を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ECDIS 登録講習及び BRM 演習を導入した。ま

た、機関専科校開校に向けて、ERM演習導入に

向けた取組を推進した。 

 

・座学教育と航海訓練の一体的実施につい

て、QMS に係るモニタリングをはじめ、QMS マ

ネジメントレビュー等において、実施効果を

検証した上で、学校・練習船間での情報共有

を推進するとともに、一貫性のある教材使用

の強化を図った。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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ⅱ）練習船機関科実

習の一部を陸上施設

で行えるよう、海技

大学校に陸上工作技

能訓練センターを整

備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）感染症対策とし

て、授業・実習時に

おける適正人数の検

証を行うとともに、

ICT を活用した遠隔

教育を強化するため

遠隔授業等について

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海技大学校に陸上工

作技能訓練センターを

整備したか。 

・ICT を活用した遠隔

教育を強化するため遠

隔授業等の志向結果を

検証し、改善に取り組

んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・感染症対策として、

授業・実習時における

適正人数の検証を行う

とともに、ICT を活用

した遠隔教育を強化す

るため遠隔授業等につ

いて取組んだか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用し、高度な教育体制を

実現した。 

・日本丸、海王丸、大成

丸、銀河丸及び青雲丸の各

大型練習船においては、最

新型 ECDIS トレーニングキ

ットを用いて実習を実施し

た。 

・ ERM （ Engine room 

Resource Management）演習

を導入するために以下の準

備を行った。 

○機関専科クラス開校を目

指して ERM 演習を導入でき

るよう、必要機器の選定、

整備及びカリキュラムの検

討を実施した 

 

ⅱ）陸上工作技能訓練セン

ターの整備 

・陸上工作技能訓練センタ

ーの開設に向けて、建屋の

整備（既存設備の撤去と更

新及び教材機器の設置等）

を実施し、訓練計画及び要

員計画策定等の準備を行っ

た。令和６年３月１日、海

技大学校に機関訓練センタ

ーを設置した。 

・令和８年度の開講に向

け、機材の設置、カリキュ

ラムや関係規程の制定等、

準備を進めている。 

 

ⅲ）ICT を活用した遠隔教

育の強化 

・令和３年度に検証を行

い、適正人数（40 人/クラ

ス）、必要教員数（２人以

上/クラス）及び必要な機

材と環境を特定した。これ

を踏まえ、360 度カメラの

導入、機構作成教科書の電

子化及びタブレット端末の

活用等を通じて遠隔授業を

実施した。遠隔授業実施後

にアンケート調査を行い、

適宜改善（画質向上のため

のプロジェクター選定等）

を行った。 

・遠隔授業対応 PCを令和７

年度以降に導入するための

検討を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ERM 演習導入に向けた取

組を推進 

○海技短大機関専科を開校

する際に、ERM 演習を導入

できるよう、必要機器の選

定、整備及びカリキュラム

の検討等の準備を進めた。 

 

 

 

・陸上工作技能訓練センタ

ー（機関訓練センター）を

設置 

○令和６年３月１日、海技

大学校に「機関訓練センタ

ー」の名称で陸上工作技能

訓練センターを新たに設置

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・遠隔授業に関する検証及

び検証結果に基づく環境整

備を開始 

○ICT を活用した遠隔授業

を実施し、検証の結果、授

業及び実習時における適正

人数、必要教員数及び必要

な機材と環境を把握し、遠

隔授業実施に向け環境整備

を進めている。 

○遠隔授業対応 PCの導入や

通信環境の整備を検討して

おり、益々の環境充実を予

定している。 
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ⅳ）関係団体等の協

力を得て、海運業界

の社会的な意義や役

割、業務形態の理解

を促進する。また、

感染症対策として、

WEB による会社説明

会や面接の実施に努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海運業界の社会的な

意義や役割、業務形態

の理解を促進したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・感染症対策として、

WEB による会社説明会

や面接の実施に努めた

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅳ）海運業界の社会的な意

義や役割、業務形態の理解

の促進 

・各学校の生徒・学生に海

技者セミナーへの参加機会

を提供するとともに、日本

内航海運組合総連合会から

講師を招き特別講義や内航

海運組合との懇親会（意見

交換会）を実施した。 

○毎年度、海技学校生徒及

び海技短大学生を海技者セ

ミナーに参加させた。ま

た、全国内航タンカー組合

と海技学校生徒及び海技短

大学生との懇談会にて意見

交換を行い、海運企業と直

接対話する機会を提供する

ことで、海事関連企業への

就職を支援するとともに、

海運業界の社会的意義、役

割及び業務形態の理解を促

進した。 

○海技学校及び海技短大か

ら海技者セミナーに参加し

た生徒・学生は、令和３年

度から令和６年度までの４

年間で延べ 2,653 名に及

び、令和７年度においても

延べ 500 名程度の参加を見

込んでいる。 

○全国内航タンカー組合の

懇談会に参加した生徒・学

生は、令和７年度において

339名が参加した。 

 

・感染症対策に留意し、コ

ロナ禍においては WEB を活

用し、以下を実施した。 

○生徒・学生に対する業界

説明会及び海技者セミナー 

○内航海運組合（全国内航

タンカー海運組合）と、本

部職員・学校教職員との意

見交換会 

○海技教育財団と募集戦略

に関する検討会 

○就職面接 

○内航海運の現状等を内容

とする講演会 

○日本内航海運組合総連合

会から講師を招いた特別講

義 

 

・海技学校生徒及び海技短

大学生へ海技者セミナー参

加機会を提供 

○毎年度、海技学校生徒及

び海技短大学生を海技者セ

ミナーに参加させた。 

○期間中に海技者セミナー

に参加する海技学校生徒及

び 海 技 短 大 学 生は 延べ

3,000 名を超える見込みで

あり、船員雇用のマッチン

グを推進する当該イベント

に貢献している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・WEB による説明会や意見

交換会等の実施 

○コロナ禍では感染症対策

に留意し、WEB による業界

説明会、海技者セミナー、

就職面接、講演会及び特別

講義を生徒・学生対象に実

施した。 

○コロナ禍においても WEB

を活用し、機構職員と業界

団体との意見交換会や検討

会を継続的に実施した。 

○コロナが５類感染症に移

行後も、必要に応じて WEB

形式やハイブリッド形式を

使い分け、説明会や意見交

換会の効果を高めている。 
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ⅴ）座学教育と航海

訓練に係る一貫性あ

るカリキュラムの着

実な実施、知識・技

能の定着を目的とし

た適切なフォローア

ップにより教育効果

を高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ）船内供食・栄養

管理に関する教育の

必要性について検証

し、今後の調理教育

及び受託研修の是非

について検討する。 

 

・一貫性あるカリキュ

ラムの定着とフォロー

アップにより教育効果

を高めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・船内供食・栄養管理

に関する教育の必要性

についての検証し、今

後の調理教育及び受託

研修の是非について検

討したか。 

 

 

ⅴ）一貫性のあるカリキュ

ラムの定着とフォローアッ

プ 

・QMS に係るモニタリング

をはじめ、QMS マネジメン

トレビュー等において、次

の対応を検討し適切にフォ

ローアップした。 

○学校（担任）と練習船

（教務担当）間で、定例的

に WEB 会議を実施し、学習

指導状況について情報共有

し、教育効果を高めた。 

○座学時から練習船問題集

の活用や練習船の図面を共

有することで、口述試験合

格率向上・高い合格率を維

持する効果を得た。 

○WEB 実力試験の実施によ

って、学生の課題を浮き彫

りにし、適切なフォローア

ップを行った。 

 

ⅵ）船内供食・栄養管理に

関する教育の必要性と今後

のあり方 

・船内供食・栄養管理に関

する教育の必要性を検証す

るため、令和３年度に船社

を対象としたアンケートを

実施した（回答 106 社）。

38％の船社から調理教育の

効果が活かされていない、

47％の船社から調理実習研

修（受託研修）を実施しな

いとの回答を得た。 

・上記のようなアンケート

結果を踏まえ、船内供食・

栄養管理に関する必要性を

検討した結果、調理教育に

ついては、学習指導要領を

見直し、令和６年度からカ

リキュラムとしては実施し

ないこととした。 

・受託調理研修について、

ニーズやリソースを踏ま

え、開催回数及び研修料金

の見直しを行った結果、令

和７年度から代替施設で実

施することとし、依頼があ

れば可能な限り講師派遣を

することとした。 

 

 

・学校・練習船間での情報

共有推進及び教材使用の一

貫性強化 

○座学教育（学校）と航海

訓練（練習船）の一貫性の

あるカリキュラム実施のた

め、WEB 会議で学校と練習

船間の情報共有を促進し

た。また、練習船問題集を

学校、練習船と一貫して使

用することで口述試験合格

率の向上・高い合格率維持

に努めている。 

○WEB 実力試験等のフォロ

ーアップを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・船内供食・栄養管理に関

する教育の見直し 

○アンケートの結果、調理

教育に対する業界ニーズが

著しく低下していることを

確認した。これを受け、令

和６年度から調理教育を実

施しないこととした。 

○受託調理研修は、関係者

との調整の結果、令和７年

度から代替施設で実施する

こととし、依頼があれば可

能な限り講師派遣をするこ

ととした。 
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(d)航海訓練 

 

航海訓練において

は、航海訓練環境の

改善を行い、海技学

校の短大化等の改革

に対応した配乗計画

を策定する。 

また、国際条約の

改正等に的確に対応

し、船員教育機関及

び海運業界と連携し

て、船舶運航に関す

る基礎知識と実践的

な技能を習得させ

る。さらに、海技資

格に必要な講習の実

施について、国内法

の改正動向に合わ

せ、関係機関と協力

して実施する。 

 

d)航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即

した訓練を展開する

とともに、船舶運航

に関する基礎知識と

実践的な技能を確実

に習得させるため、

船社等を対象とした

視察会で得られた業

界ニーズを踏まえ、

期間中に訓練内容、

手法の必要な見直し

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・国際条約の改正等に

対応し、船舶運航に関

する基礎知識と実践的

な技能を習得させた

か。 

・業界ニーズを踏ま

え、訓練内容・手法の

必要な見直しを行った

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社船実習制度への参

入及び実施が円滑に行

われるよう、参加船社

に対して必要な支援と

協力を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

d)航海訓練の充実 

ⅰ）航海訓練の充実 

・最新の STCW条約の能力要

件表に即してカリキュラム

及び訓練記録簿の見直しを

実施した。 

・コロナ禍での内航船社対

象の練習船視察会は、事前

に練習船で撮影した実習訓

練動画を WEB 上に公開する

ことで、多数の船社から意

見聴取が可能となり、業界

ニーズを把握し、訓練手法

の一部（高所作業に関する

訓練内容）を実施した。第

４期中期目標期間の令和３

～６年で延べ 61社が内航練

習船視察会に参加した。 

・民間六級実習について、

海洋共育センター、尾道海

技学院及び日本海洋資格セ

ンター九州海技学院に機構

大型練習船で実施した練習

船実習訓練のアンケート結

果を共有し、効果的な実習

実施に向けた情報交換を行

った。 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）社船実習制度への支援

と協力 

・内航船社が社船実習を担

当する教員を養成するため

の「研修担当者のための講

習」を期間中４回開催し、

実習訓練カリキュラム、実

習計画立案方法、成績評

価、訓練記録簿の取扱い、

安全対策及び実習・生活指

導方法等を教授し、社船実

習制度への参入と実施に対

する支援と協力を行った。 

・国土交通省が毎年度開催

する社船実習連絡協議会

（内航三級、内航四級）に

参加し、国土交通省、船員

教育機関及び社船実習実施

船社と意見交換を行い、コ

ロナ禍での訓練実施に関す

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に勘

案し、自己評価を B 評定と

する。 

 

・国際条約改正に即したカ

リキュラムへの見直し 

○国際条約の改正に即した

カリキュラムとするため、

IMO における STCW 条約の包

括見直し等について注視

し、情報収集を行ったが、

今回はカリキュラムの変更

につながる事例は無かっ

た。 

○国際条約改正の動きにつ

いて継続的に確認し対応し

ている。 

 

・業界ニーズの把握と実習

訓練への反映 

○コロナ禍においても、内

航船社を対象に WEB 動画配

信形式で練習船視察会と意

見交換会を実施し、多数の

船社から意見を聴取し、業

界ニーズを把握した。 

○意見交換会で頂いた意見

は、訓練手法の見直しに反

映し、効果的な航海訓練と

するための見直しを行っ

た。 

 

・社船実習制度支援のため

の講習実施及び情報共有 

○社船実習制度を導入する

船社に対する教員養成講習

の実施や社船実習連絡協議

会（内航三級、内航四級）

へ参加した。船員教育機関

や船社と意見交換や情報共

有を図ることで、社船実習

実施拡大に必要な支援と協

力を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・航海訓練について、最新の STCW 条約の能力

要件表に即してカリキュラム及び訓練記録簿

の見直しを実施した。 

 

・また、業界ニーズを踏まえて訓練手法の見

直しを行った。 

 

・さらに、国内法（船舶設備規程及び救命艇

手規則）の改正を受けて、国土交通省に確認

の上、関連テキスト類の限定救命艇手講習に

関する箇所を修正するなどカリキュラムの見

直しを行った。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

 

 

 

 

・海技資格に必要な講

習の練習船での実施に

ついて、国内法の改正

動向に合わせ、関係機

関と協力してカリキュ

ラムの見直し及び講習

プログラムの策定・見

直しを実施したか。 

 

る情報共有や質問・依頼事

項に対応するなど必要とさ

れる支援と協力を行った。 

 

ⅲ）国内法の改正動向に合

わせたカリキュラム及び講

習プログラムの策定・見直

し 

・国内法（船舶設備規程及

び救命艇手規則）の改正を

受けて、国土交通省に確認

の上、関連テキスト類の限

定救命艇手講習に関する箇

所を修正するとともに、講

義に必要な登録設備に係る

変更を届け出た。 

 

 

 

 

 

・国内法の改正に即したカ

リキュラムへの見直しを実

施 

○国内法改正に合わせて、

関連するテキスト類の改訂

や登録設備係る変更届け等

を行い、訓練の見直しを行

っている。 

  

② 外航船員養成 

(a)養成定員と養成

課程 

外航船員養成事業

においては、三級海

技士の新人船員の養

成を行うものとす

る。 

また、三級海技士

養成定員及び養成課

程については、「船

員養成の改革に関す

る検討会」の結果や

業界ニーズを踏まえ

入学対象要件を見直

し、更に幅広いリソ

ースから人材確保が

可能となる課程の拡

充について検討を行

う。 

 

 

イ 外航船員養成 

a)養成定員と養成課

程 

外航船員養成事業

においては、三級海

技士の新人船員の養

成を行うものとす

る。 

更に幅広いリソー

スから人材確保が可

能となる課程の拡充

について準備を行

い、期間中に開講す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海事関

連企業への就職率

＜評価の視点＞ 

 

・人材確保が可能とな

る課程の拡充につい

て、開講に必要な準備

を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・三級海技士養成課程

（海上技術コース）に

おける海事関連企業へ

＜主要な業務実績＞ 

イ 外航船員養成 

a） 養成定員と養成課程 

・海技大学校三級海技士養

成課程の入学対象要件を見

直し、拡充するために以下

の取組を実施した。 

○三級養成課程拡充に向け

た方策検討会を設置し、課

程拡充について検討した。

その結果、海上技術コース

（専攻）において、一般大

学・短大等を卒業後、大型

船舶職員の資格を取得でき

るよう見直しを行った。 

既存の課程では入学資格に

「海運会社に雇用されてい

る者」という条件が付され

ていたが、令和７年度入学

者からその条件を撤廃し

た。 

令和６年４月から受験者の

募集を開始し、令和７年度

入学生として、従来の入学

条件下での入学者に加え、

一般大学卒業者等 10名の入

学が決定した。 

○海上技術コース（専攻）

の受験者募集においては、

海技教育財団と調整し奨学

金を整備、SNS を活用した

周知活動を実施した。 

 

ⅰ）海事関連企業への就職

率 

・以下の取組等を通じて、

海事関連企業への就職率

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・重要度及び困難度の高い

本項目において以下の実績

を鑑み、自己評価を B 評定

とする。 

 

・海技大学校海上技術コー

ス（専攻）募集対象の拡大 

○幅広いリソースから人材

を確保するため、既存の海

上技術コース（専攻）の入

学資格である「海運会社に

雇用されている者」という

条件を令和７年度入学者か

ら撤廃し、一般大学卒業者

等も含む、船員への道を開

いた。 

○同コースでは、従来の定

員数に加え、毎年度 10名程

度の養成を行い、より船員

志向の高い人材確保に向

け、取組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海技大学校海上技術コー

スにおける海事関連企業就

職率について各年度ほぼ

100%を達成 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・三級海技士養成課程については、国が設置

した船員養成の改革に関する検討会の結果や

業界ニーズを踏まえ入学対象要件を見直し、

更に幅広いリソースから人材確保が可能とな

るよう、一般大学・短大等を卒業後、大型船

舶職員の資格を取得できるよう見直しを行っ

た。 

 

・就職率については、令和５年度において学

生１名が内定を辞退したことにより定量的指

標を下回ったものの、理由には相応の妥当性

があり、後に海事関連企業に就職を果たして

いる。 

 

・海技士国家試験の合格率は各年度とも定量

的指標を達成した。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・一般大学卒業者向け３級養成コースの開設

は新たな人材発掘に繋がり評価できる。 
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は、期間中の各年度

とも 95％以上とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）三級海技士養成

課程（海上技術コー

ス）における海技士

国家試験の合格率

は、個々の学力に応

じたきめ細やかな指

導により、期間中の

各年度とも 95％以

上とする。 

の就職率は、期間中の

各年度とも 95％以上と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・三級海技士養成課程

（海上技術コース）に

おける海技士国家試験

の合格率は、期間中の

各年度とも 95％以上と

する。 

は、次のとおりの実績を得

た。 

 

［指標実績］ 

R3：100.0% 

R4：100.0% 

R5：92.9% 

R6：100.0% 

 

令和５年度の海事関連企業

への就職率が 92.9％（就職

希望者 14 名中 13 人が就職

決定）となった。就職未決

定の学生 1 名は内定を受け

ていたが、その船社が外航

海運事業参入予定を取りや

めたことを理由に、内定を

辞退した。なお該当学生は

令和６年５月に内航船社へ

就職している。 

 

【合格率向上のための取

組】 

◯海技者セミナーや合同面

談会への参加、就職説明、

応募書類添削及び進路相談

の実施 

◯企業の採用傾向調査及び

情報収集の実施 

◯自宅学習期間においてメ

ール及び電話を使用した情

報展開、個別相談及び面接

支援を実施（コロナ禍の

み） 

 

ⅱ）海技士国家試験の合格

率 

・以下の取組等を通じて、

海技士国家試験の合格率

は、次のとおりの実績を得

た。 

 

［指標実績］ 

R3：100.0% 

R4：97.5% 

R5：100.0% 

R6：97.9% 

 

○早期からの国家試験情報

提供と合格意識の啓蒙 

○口述試験過去問題（学生

調査から作成）を活用した

受験対策の実施 

○令和５年度の海事関連企

業への就職率は、学生１名

が内定を辞退したことで年

度末までに就職できず指標

を下回った。他年度では全

ての卒業生が海事関連企業

へ就職を果たしている。令

和７年度においても、同様

の実績（就職率 100%）を上

げる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・全ての年度、海技士国家

試験合格率は、定量的指標

（合格率 95%以上）を達成 

○海技士国家試験合格率に

ついて、全ての年度におい

て目標値である 95％以上の

実績を上げている（令和３

年度及び５年度は 100%）。

令和７年度においても、指

標を上回る見込みである。 
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○各科目担当教官による国

家試験対策講義の実施 

 

  

(b)海運業界のニー

ズを踏まえた教育内

容の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育内容の高度化に取

り組む。併せて、海

運業界が強く求める

船員に不可欠とされ

る安全意識の向上、

資質の涵養、機器運

転操作や整備の反復

を取り入れた教育訓

練及び訓練環境の充

実を図る。 

 

b)海運業界のニーズ

を踏まえた教育内容

の高度化等 

国際条約改正や技

術革新に対応した教

育の高度化に取り組

む。併せて、海運業

界が強く求める船員

に不可欠とされる安

全意識の向上、資質

の涵養、機器運転操

作や整備の反復を取

り入れた教育訓練及

び訓練環境の充実を

図るため、次の取組

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

・国際条約改正や技術

革新に対応した教育の

高度化に取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・安全意識の向上、資

質の涵養、機器運転操

作や整備の反復を取り

入れた教育訓練及び訓

練環境の充実を図った

か。 

＜主要な業務実績＞ 

b)海運業界のニーズを踏ま

えた教育内容の高度化等 

 

・海運業界のニーズを踏ま

えた教育内容の高度化に向

けた取組として、外航大手

船社の現役船員を練習船に

招き、海運業界の技術革新

に関する特別講義（テー

マ：安全・環境・デジタ

ル）を対面または WEB で乗

船実習中の三級海技士養成

コース実習生に対し実施し

た。 

・外航大手３社による特別

講義に加え、令和６年度か

らは外航中手船社２社によ

る特別講義（テーマ：船務

一般・貨物輸送）を実施し

た。 

・より多くの職員が特別講

義の視聴を通じて知見を深

めることで、関連分野の教

育内容の高度化に資するこ

とができるよう、記録した

講義動画を職員用ポータル

サイトに掲載し、視聴でき

る環境を整えた。 

 

・海技大学校において、

BRM や ERM の基本となる状

況認識や情報共有等、コミ

ュニケーションを意識した

教育を実施した。 

・海技大学校において、実

技の習得を図るため、校舎

を利用した高所作業訓練や

校内練習船（海技丸）を利

用した実務訓練を行い、教

育訓練及び訓練環境を充実

させた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから、自己評価を

B評定とする。 

 

・海運業界の技術革新に関

する特別講義の実施 

○練習船視察会と意見交換

会で把握した業界ニーズを

踏まえた教育の高度化に加

え、外航大手３社及び外航

中手船社２社から現役船員

を講師として招聘し、練習

船実習生を対象に、海運の

技術革新等に関する特別講

義（対面または WEB）を実

施し、教育の高度化に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海技大学校におけるコミ

ュニケーション能力に関す

る教育訓練の強化及び訓練

環境の充実 

○BRM や ERM の基本となる

状況認識や情報共有等、コ

ミュニケーション能力に関

する教育訓練を重点的に実

施し、安全意識の向上及び

資質の涵養に努めた。 

○校舎を利用した高所作業

訓練や校内練習船で実務訓

練を実施した。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・海運業界のニーズを踏まえた教育内容の高

度化に向けた取組として、外航大手船社の現

役船員を練習船に招き、海運業界の技術革新

に関する特別講義（テーマ：安全・環境・デ

ジタル）を実施した。また令和６年度から

は、外航中手船社２社による特別講義（テー

マ：船務一般・貨物輸送）を実施した。 

 

・さらに職員にとっても上記分野の教育内容

の高度化に資することができるよう、これら

特別講義動画を職員が聴講できる環境を整え

た。 

 

・海技大学校では、BRMや ERMの基本となる状

況認識や情報共有等、コミュニケーション能

力に関する教育訓練を重点的に実施し、安全

意識の向上及び資質の涵養を図った。 

 

・資質の涵養については上記のほか、練習船

での規則正しい団体生活を通じて、挨拶の徹

底、時間管理を意識した船内行動について繰

り返し指導を行うことで、船員として必要と

なる教育訓練の充実を図っていることを確認

した。 

 

・機器運転操作については、実習生の習熟度

にあわせ、機器の準備から片付けまでの一連

の操作作業の全体像を理解させる実習等を行

い、整備の反復については、ポンプ等解放整

備解放整備実習の反復等を行うことで、教育

環境の充実を図っていることを確認した。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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ⅰ）感染症対策とし

て、授業・実習時に

おける適正人数の検

証を行うとともに、

ICT を活用した遠隔

教育を強化するた

め、遠隔授業等につ

いて取り組む。 

 

・海技大学校の海事教育通

信コース（三級）を見直

し、クラウド型 e ラーニン

グサービスを活用するコン

テンツ（海技試験対策とし

て参考になるオンデマンド

教材）を作成し、令和５年

度からオンデマンドで受講

できる課程を開設した。令

和６年度末までに 34名の受

講生を受け入れた。 

 

ⅰ）感染症対策に係る適正

人数の検証及び遠隔授業に

関する取組 

・令和３年度に検証を行

い、適正人数（40 人/クラ

ス）、必要教員数（２人以

上/クラス）及び必要な機

材と環境を特定した。これ

を踏まえ、360 度カメラの

導入、機構作成教科書の電

子化及びタブレット端末の

活用等を通じて遠隔授業を

実施した。 

・遠隔授業実施後にアンケ

ート調査を行い、その結果

から画質向上のためにプロ

ジェクター選定等を行っ

た。また、遠隔授業対応 PC

を令和７年度以降に導入す

るための検討を開始した。 

 

○クラウドサービスを活用

する環境を整え、オンデマ

ンドで受講可能な課程を開

設した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海技大学校において、感

染症対策に係る適正人数等

を特定、オンデマンド教材

による通信講座を開始 

○令和３年度に感染症対策

として、授業及び実習に適

正な人数、必要機材と環境

を定めた。 

○アンケート結果等を参考

に遠隔授業の検証を進める

とともに、e ラーニング教

材の作成に取り組み、令和

５年度からオンデマンド教

材を用いた通信講座を開始

した。令和６年度末までに

34 名の受講生を受け入れて

おり、今後、更なる拡大を

見込んでいる。 

 

 

 

  

(c)航海訓練 

 

学生の練習船への

配乗に際し、その中

立・公平性を確保し

つつ、養成目的及び

関係法令の要件に基

づき効果的・効率的

に航海訓練を実施す

る。 

航海訓練において

は、航海訓練環境の

改善を推進する検討

を行い、配乗計画を

策定する。 

また、国際条約の

改正等に的確に対応

し、関係機関と連携

して、船舶運航に関

する基礎知識と実践

 

c)航海訓練 

ⅰ）航海訓練の充実 

航海訓練につい

て、STCW 条約に即

した訓練を展開する

とともに、船舶運航

に関する基礎知識と

実践的な技能を確実

に習得させるため、

船社等を対象とした

視察会で得られた業

界ニーズを踏まえ、

期間中に訓練内容、

手法の必要な見直し

を行う。 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・養成目的及び関係法

令の要件に基づき効果

的・効率的に航海訓練

を実施したか。 

・船舶運航に関する基

礎知識と実践的な技能

を確実に習得させた

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

c)航海訓練 

ⅰ)航海訓練の充実 

・WEB 形式で練習船視察会

を開催し、船社と機構との

間で練習船の訓練状況につ

い て 意 見 交 換 を行 い、

ECDIS について実機を用い

た訓練だけでなく、ECDIS

シミュレータも活用した訓

練を増加させる等、より実

践的な航海訓練へと見直し

を行った。第４期中期目標

期間の令和３～６年で延べ

24 社が外航練習船視察会に

参加した。 

・意見交換会での意見を踏

まえ、練習船内において乗

船実習中の実習生を対象

に、外航船社の講師による

特別講義を実施した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に勘

案し、自己評価を B 評定と

する。 

 

・練習船視察会による業界

ニーズの把握と実習訓練へ

の反映を実施 

○コロナ禍において、外航

船社を対象に WEB 形式の練

習船視察会と意見交換会を

実施し、業界ニーズを把握

した。 

○意見交換会での意見に基

づき、訓練手法を見直し、

効果的な航海訓練となるよ

う改善を図った。 

○大手外航３社による練習

船 WEB 特別講義、外航中手

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・航海訓練について、航海訓練環境の改善を

推進するため、商船系大学と調整を図り、神

戸大学短期実習が３年次の長期実習１回（３

月）に変更されたことに合わせ、多科配乗緩

和に資するよう練習船実習生の配乗計画の見

直しを行うことで効率化した。 

 

・社船実習制度への支援と協力では、社船実

習連絡協議会において、主に船内指導（若手

職員としての配慮や船内行事への対応等）に

ついての質問や意見交換に対応していること

を確認できた。   

 

・国際規則の改正に即したカリキュラムへの

見直し、関連するテキスト類の改訂や登録設

備に係る変更届等を行い、改正動向に合わせ

た訓練への見直しを実施するとともに、国際

条約や国内法の改正に係る動向を継続的に確
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的な技能を確実に習

得させる。さらに、

海技資格に必要な講

習の実施について、

国内法の改正動向に

合わせ、関係機関と

協力して実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）社船実習制度へ

の参入及び実施が円

滑に行われるよう、

参加船社に対して必

要な支援と協力を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ）海技資格に必要

な講習の練習船にお

ける実施について、

国内法の改正動向に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社船実習制度への参

入及び実施が円滑に行

われるよう、参加船社

に対して必要な支援と

協力を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海技資格に必要な講

習の練習船での実施に

ついて、国内法の改正

動向に合わせ、関係機

・航海訓練環境の改善、業

界ニーズを踏まえた効果

的・効率的な航海訓練を実

施するため、商船系大学及

び商船系高等専門学校と協

議し、多科配乗緩和のため

配乗計画を見直し、カリキ

ュラムの進度が同じ実習生

が同じ練習船で実習できる

よう策定した配乗計画に基

づき、各練習船へ配乗し

た。 

・商船系大学と協議し、多

科配乗緩和のため令和７年

度から神戸大学の短期実習

２回（１月＋２月）を３年

次の長期実習１回（３月）

に変更する。 

 

・国際規則の改正に即した

カリキュラムへの見直し、

関連するテキスト類の改訂

や登録設備に係る変更届等

を行い、改正動向に合わせ

た訓練への見直しを実施す

るとともに、国際条約の改

正に係る動向を継続的に確

認している。 

 

ⅱ）社船実習制度への支援

と協力 

・国土交通省が開催する社

船実習連絡協議会（外航三

級）に参加し、国土交通

省、船員教育機関及び社船

実習実施船社等との意見交

換及び訓練実施に関する情

報共有、質問依頼事項への

対応等、必要な支援と協力

を行った。 

○海技大学校海上技術コー

ス（専攻）の学生が所属す

る船社に対して、練習船に

おける実習面や生活面での

情報提供を行った。 

○船社からの要望を受け、

一部の船社に対しては訓練

記録簿（TRB）を電子媒体

で引き継ぐこととした。 

 

ⅲ）国内法の改正動向に合

わせたカリキュラム及び講

習プログラムの策定・見直

し 

船社２社による特別講義を

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・多科配乗緩和のために配

乗計画の見直しを実施 

○商船系大学と協議の結

果、令和７年度から神戸大

学短期実習を３年次の長期

実習１回（３月）に変更す

る。 

○国際規則の改正に即した

カリキュラムへの見直しや

関連するテキスト類の改

訂、登録設備に係る変更届

等を行い、訓練の見直しを

実施している。 

 

 

 

 

・船社の練習船実習制度へ

の参入を支援 

○社船実習連絡協議会（外

航三級）に参加し、船社に

対して情報共有、訓練記録

簿の電子媒体での引継等、

効果的に実習を実施するた

めに必要な支援と協力を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国内法の改正に即したカ

リキュラムの見直しを実施 

○国内法改正に合わせ、関

連するテキスト類の見直し

認し、適切に対応している。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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合わせ、関係機関と

協力してカリキュラ

ムの見直し及び講習

プログラムの策定・

見直しを実施する。 

 

関と協力してカリキュ

ラムの見直し及び講習

プログラムの策定・見

直しを実施したか。 

 

・国内法（船員法及び感染

症法）の改正を受け、関連

テキスト類を見直した。 

 

等を実施している。 

 

  

（２）実務教育 

海技免許を取得す

るために必要な講習

以外の講習等につい

て見直しを行い、業

界のニーズに適した

講習を実施できるよ

う合理化を図る。ま

た、業界のニーズを

取り入れながら既存

講習の改善を図ると

ともに、時代に合っ

た新たな要望に基づ

く講習の新規開講に

取り組む。 

 

水先人の養成につ

いては、引き続き安

定的な確保に努め、

その教育の実施に際

しては、これまでに

培ったノウハウを有

効活用し、受講者の

能力の検証・分析結

果を踏まえ、更なる

内容の充実を図る。 

 

② 実務教育 

ア 業界のニーズに

適した講習の実施 

講習等（海技士の

免許を取得するため

に必要な講習を除

く。）の実務教育に

ついて、講習受講者

に対するアンケート

で 80％以上の肯定

的な評価を得るとと

もに、業界のニーズ

を踏まえ、年度毎に

講習内容の見直しを

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 新たな要望に基

づく講習の実施 

技術革新に伴い、

国際条約により規定

される新たに必要と

なる技能習得のた

め、国の政策及び業

界のニーズを踏ま

え、期間中に講習課

程について設置・見

直しに取り組む。 

 

a）IGF 講習（基本

訓練・上級訓練）に

ついて業界ニーズに

対応すべく期間中に

拡充する。 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

・講習受講者に対する

アンケートで 80%以上

の肯定的な評価を得

る。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・実務教育について海

運業界のニーズを踏ま

え、講習内容の見直し

を行ったか。 

・国の政策及び業界の

ニーズを踏まえ、期間

中に講習課程について

設置・見直しに取り組

んだか。 

 

・新たな要望に基づく

講習の新規開講に取り

組んだか。 

・受講者の能力の検

証・分析結果を踏ま

え、内容の充実を図っ

たか。 

 

 

 

 

 

・ IGF 講習（基本訓

練・上級訓練）につい

て業界ニーズに対応す

べく期間中に拡充した

か。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

② 実務教育 

ア 業界のニーズに適した

講習の実施 

・講習受講者を対象にアン

ケート調査を実施し、教育

内容が業界ニーズを満たし

ているか、継続的にモニタ

リングした。アンケート結

果に基づき、改善すること

で高い満足度（肯定的意見

95%以上）を維持した。 

 

［指標実績］ 

・受講者アンケートの肯定

的評価の割合 

R3：99.0% 

R4：98.1% 

R5：95.0% 

R6：96.3% 

※令和６年度からアンケ

ートの選択肢を見直した。 

 

 

イ 新たな要望に基づく講

習の実施 

・研修を受講する船社との

定期連絡会議等を通じてニ

ーズの調査を行い、開講す

る講習の見直しを実施し

た。その結果、令和４年度

に IGF 更新講習を、令和５

年度に特定海域運航責任者

更新講習を開講した。 

 

 

a)IGF講習の拡充 

・IGF 講習について、期間

中下記のとおり実施した。

（令和７年度は予定） 

○IGF 基本訓練：15回 

 令和３年度：４回 

 令和４年度：４回 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・以下に示すとおり、定量

的指数の高い達成度や業界

ニーズを踏まえた講習拡大

等の実績を総合的に勘案

し、自己評価を A 評定とす

る。 

 

 

 

 

 

 

・講習受講者アンケートに

おいて、全ての年度で定量

的指標（肯定的評価 80%以

上）を達成 

○講習受講者アンケートの

結果は、毎年度定量的指標

を大幅に上回る 95%以上を

達成しており、令和６年度

までで平均値 97.1%、指標

の達成度は 121.4%となって

いる。令和７年度において

も同等の評価を得られるこ

とが見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・IGF 更新講習及び特定海

域運航責任者更新講習を新

たに開講、更に既存の IGF

講習を拡充した。 

○IGF 基本訓練の実施回数

を増やすことで多数の受講

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・中期計画に沿って、IGF 講習（基本訓練・上

級訓練）について、実施回数を増やし、多数

の受講者を受け入れることで拡充を図り、業

界ニーズに応えている。また特定海域運航責

任者更新講習を新たに開講するなど、業界ニ

ーズを踏まえた取組が認められる。 

 

・講習受講者アンケートについては、毎年度

定量的指標を大幅に上回る 95%以上を達成して

おり、令和6年度に中立的評価としての選択肢

を設けたものに見直しを行った上でも高い指

標実績が得られた。令和６年度までで平均値

97.1%、指標の達成度は 121.4%となっている。

また、アンケートの意見の分析結果に基づ

き、講習内容を見直すなど改善の結果、業界

ニーズに合致した講習実施につながってい

る。 

 

・以上のことから、中期計画における所期の

目標を上回る成果が得られることが見込まれ

るため、自己評価書の「A」との評価結果が妥

当である。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・新技術に対応した講習は重要である。 

 

・新技術に対応した講習を開設したことは評

価に値する。 
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 令和５年度：３回(３回

目は大阪ガスでの実習を同

日午前・午後に分級して実

受講者は増加。) 

 令和６年度：２回(大阪

ガスでの実習を同日午前・

午後に分級して実質４回

分。) 

 令和７年度：２回(大阪

ガスでの実習を同日午前・

午後に分級して実質４回

分。) 

○IGF 上級訓練：16回 

 令和３年度：３回 

 令和４年度：３回 

 令和５年度：４回 

 令和６年度：３回 

 令和７年度：３回 

○IGF バンカリング訓練：

16回 

 令和３年度：３回 

 令和４年度：３回 

 令和５年度：４回 

 令和６年度：３回 

 令和７年度：３回 

○IGF更新講習：12回(内１

回中止) 

 令和４年度：１回 

 令和５年度：３回(内１

回中止) 

 令和６年度：４回 

 令和７年度：４回 

・IGF 基本訓練は、業界の

高いニーズを鑑み、実施回

数を増やし、受講延べ人数

を 60名から 100名に拡大し

た。また、更なる講習回数

増加に向け、消火訓練実施

場所の調整を実施した。 

・IGF コード適用船におけ

る実務や船員法施行規則改

正を踏まえ、令和６年度か

ら講習に LPG、エタノール

及びメタノールに関する内

容を追加した。 

・令和７年５月に外国人教

育者向けに導入された LNG

バンカリングシミュレータ

を活用し、燃料補給相当講

習を開講すべく、必要な準

備を整えた。（令和７年度

は４回予定） 

 

者を受け入れ、業界ニーズ

に応えている。 
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b）高電圧装置を取

り扱う乗組員に対す

る講習（仮称）につ

いて期間中に開講す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 水先人教育 

水先人を安定的に

確保するため、引き

続き関係者との連携

を図り、その教育を

的確に実施する。こ

れまでの実績、成果

を有効に活用し、受

講者の能力検証・分

析結果を踏まえ、座

学教育や操船シミュ

レータ実習の教育効

果の向上を図り、水

先人試験の合格率を

90％以上とする。 

b）高電圧装置を取り

扱う乗組員に対する講

習（仮称）について期

間中に開講したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・水先人試験の合格率

を 90%以上とする。 

b)高電圧装置を取り扱う乗

組員に対する講習（仮称） 

・令和５年度中に訓練設備

（高圧配電盤シミュレー

タ、高圧インターロックシ

ミュレータ及び低圧配電盤

シミュレータ等）設置工事

を実施し、訓練実施可能な

環境を整備した。開講に当

たって、講習内容及びイン

ストラクター等配置の検討

は、プロジェクト研究の成

果に基づき整備した。 

 

ウ 水先人教育 

・以下の取組等を通じて、

水先人試験の合格率は、次

のとおりの実績を得た。 

 

［指標実績］ 

R3：100.0% 

R4：100.0% 

R5：100.0% 

R6：100.0% 

 

○国家試験対策として養成

課程中、共通教育期間中に

学内模擬試験（筆記試験対

策）を２回、学外模擬試験

（筆記試験対策）を１回実

施した。 

○各養成課程において能力

検証・分析を図るため、共

通教育修了時、個別教育及

び課程修了時等に能力判定

を実施した。 

○操船シミュレータ訓練の

見直しを行い、シナリオ改

善、景観修正及び自船モデ

ル作成を実施した。 

 

・高電圧装置を取り扱う乗

組員に対する講習（仮称）

開講準備の実施 

○高電圧装置を取り扱う乗

組員に対する講習（仮称）

のカリキュラム策定、設備

設置工事、教材作成等、令

和７年内の開講に向け準備

を行っている。 

 

 

 

 

 

・水先人試験合格率は、全

ての年度で 100%を達成 

○水先人試験合格率は、期

間中全ての年度 100.0％

（達成度/111.1％）を維持

しており、令和７年度にお

いても同様の実績を上げる

ことが見込まれる。 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（2） 研究の実施 

業務に関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11条 

当該項目の重要度、困難度 【困難度：高】 

・受託研究及び共同研究については、海技教育や練習船での訓練についての

研究テーマを扱う研究機関が少なく、研究委託者の開拓や委託者等との交渉

成立により実施できるものであるため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663   

 

2．主要な経年データ 

 1 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度   3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 

研究 

（計画値） 

期間中 

40件程度 

年間 

33件程度 

 

8件程度 

 

8件程度 

 

8件程度 

 

8件程度 

  
予算額（千円） 320,555 327,651 312,473 341,996  

研究 

（実績値） 
  8 件 8件 8件 8件  

 
決算額（千円） 359,566 341,729 325,331 500,267  

達成度   100.0% 100.0% 100.0% 100.0%   経常費用（千円） 360,361 339,138 328,470 385,175  
プロジェクト研究 

（計画値） 
期間中 

50件程度 
－ 

 

10件程度 

 

10件程度 

 

10件程度 

 

10件程度 

  
経常利益（千円） -39,376 -15,152 -49,296 40,405  

プロジェクト研究 

（実績値）   19 件 18件 17件 11件   行政コスト（千円） 360,361 339,138 328,470 385,175  

達成度   190.0% 180.0% 170.0% 110.0%   従事人員数 565 561 553 542  
受託及び共同研究 

（計画値） 
期間中 

60件程度 

年間 

12件程度 

 

12件程度 

 

12件程度 

 

12件程度 

 

12件程度 

   
    

 

受託及び共同研究 

（実績値）   16 件 16件 16件 13件         

達成度   133.3% 133.3% 133.3% 108.3%         

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 2．研究の実施 

機構法第 11条第 1

項第 2 号に基づき、

船舶の運航に関する

高度の学術及び技能

並びに航海訓練に関

する研究を行う。 

研究の実施に当た

っては、機構の目的

を踏まえて、海技教

育及び船舶運航に関

する研究を組織的に

行い、その結果を教

育・訓練の質の向上

に反映し、船舶運航

の安全に寄与するこ

と等により、安全な

海上輸送の確保に資

するよう努めること

（2）研究の実施 

機構法第 11条第 1

項第 2 号に基づき、

船舶の運航に関する

高度の学術及び技能

並びに航海訓練に関

する研究を実施す

る。 

研究の実施に当た

っては、研究管理委

員会を設け、国際条

約の改正等に対応し

た研究並びに学校に

おける座学教育、海

技大学校の施設及び

練習船による航海訓

練の連携を活かした

組織的な研究を行

い、その結果を教育

  研究の実施の評定：A 

【細分化した項目の評定の

算術平均】 

（A4 点×1 項目）＋（B3 点

×1項目）÷2項目＝3.5 

したがって、算術平均に最

も近い評定は「A」評定で

ある。 

 

※算定にあたっては評定毎

の点数を、S：5 点、A：4

点、B：3点、C：2点、D：1

点とし、重要度の高い項目

については加重を 2 倍とし

ている。 

評定 A   

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（A4点×1項目）＋（B3点×1項目）÷2項目

＝3.5 

したがって、算術平均に最も近い評定は「A」

評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数を、S：5

点、A：4点、B：3点、C：2点、D：1点とし、

重要度の高い項目については加重を2倍として

いる。 
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とする。 

また、研究成果を

社会、船員教育機関

や海運業界等に還元

し活用するため、業

界のニーズを踏まえ

た研究活動を促進

し、海技教育及び船

舶運航の質の向上を

図り、研究成果の活

用と普及の観点から

評価できる仕組みを

令和 3 年度中に構築

する。 

機構は、政府が進

める Society5.0 の

実現に向け、船員教

育機関及び他の公的

研究機関等と連携

し、自動運航船の実

用化を支えるための

研究や、海事局が進

める船のゼロエミッ

ション化の実現を支

えるための検討を行

う。 

 

に反映し、船員の能

力向上を図ること等

により、安全な海上

輸送の確保に資する

よう努める。 

また、政府が進め

る Society5.0 の実

現に向け、自動運航

船の実用化を支える

ため、船員教育機関

及び他の公的研究機

関等と連携し、様々

な生体データの取

得・解析ののち船員

スキルを定量化・基

準化するための「船

員スキル定量化事

業」に関する研究や

海事局が進める船の

ゼロエミッション化

の実現を支えるため

の検討等を実施す

る。 

 

  

（1）研究活動の活

性化 

教育・訓練業務と

調和のとれた研究体

制への見直しを図

る。新たな研究体制

の下、海技教育や船

舶運航に関する国際

条約の動向や国内法

の整備状況、更には

業界のニーズを踏ま

えた研究計画に基づ

く研究やプロジェク

ト研究の方針等につ

いて検討し実施す

る。 

 

① 研究活動の活性

化 

研究能力の維持・

向上とともに、研究

活動及び研究内容の

高度化を図るため、

期間中に次の取組を

実施する。 

ア 研究を主たる業

務とする教員を選出

する等、教育訓練業

務との調和がとれた

研究体制を構築する

ことで、研究活動の

活性化と質の向上を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

・教育訓練業務との調

和がとれた研究体制を

構築したか。 

 

 

・研究活動の活性化と

質の向上を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 研究活動の活性化 

・プロジェクト研究に取り

組んだ教員の知見を座学教

育や練習船実習に活用し

た。 

 

ア 研究活動の活性化と質

の向上 

・海技教育機構研究発表会

の聴講者（業界関係者）を

対象にアンケート調査を実

施し、調査結果を各研究者

へフィードバックすること

で、業界ニーズが以降の研

究に反映されるようにし

た。 

・研究管理委員会を定期的

（月１回程度）に開催し、

研究体制の確認、活性化と

質の向上のための審議を行

った。主な審議内容は以下

のとおり。 

○研究を主たる業務とする

教員を選出することによる

独自研究の推進 

○研究者変更に係る手続き

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・研究に関しては業界ニー

ズを踏まえた計画に基づ

き、以下のとおり実績を上

げたことから、自己評価を

B評定とする。 

 

・研究を主たる業務とする

教員を選出し、独自研究の

活性化を促進 

○研究管理委員会におい

て、新たな研究体制の確認

を行うと共に、研究を主た

る業務とする教員を独自研

究に取り組ませることで、

研究活動の活性化を図っ

た。 

○研究管理委員会を定期的

に開催し、個別の研究計画

の審議等を行い、客観的な

評価を研究者へフィードバ

ックし、質の向上を図っ

た。 

○事務手続を一部効率化す

ることで、研究体制の円滑

な運用を図った。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・研究管理委員会を定期的に開催し、研究体

制の確認、活性化と質の向上が図られてい

る。 

 

・研究者、指導者を育成することを目的に基

礎研究を認め、機構外成果発表を義務とする

「独自研究」について、中期計画に沿って確

実に実施されている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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イ 研究に対する評

価体制・評価指標に

ついては、研究成

果・普及の観点から

評価できる仕組みを

令和 3 年度中に構築

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 研究計画に基づ

き、期間中に延べ

40 件程度の独自研

究を行う。 

 

 

 

・研究に対する評価体

制・評価指標につい

て、研究成果・普及の

観点から評価できる仕

組みについて、見直し

を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・研究計画に基づき、

期間中に延べ 40件程度

の独自研究を行う。 

 

の見直し等による、事務手

続きの効率化 

 

イ 研究に対する評価体

制・評価指標 

・研究活動の活性化及び質

の向上のため、外部評価方

式及び内部評価方式の見直

しを実施 

○令和３年度に、外部評価

方式の統一を行い、海運事

業者等から選出した複数名

（10～20 名程度）の外部有

識者による評価制度を構築

し、機構研究発表会を対象

に運用を開始した。当該制

度の構築により、研究に対

する客観的な評価を得るこ

とが可能になり、研究活動

の活性化と質の向上に繋げ

た。 

○令和４年度に、報文の種

類（論文及び技術資料等）

によって異なっていた審査

の方式を統一し、マニュア

ル化した。これにより研究

手続に係る申請等を明確化

し、研究活動の活性化に繋

げた。 

 

ウ 独自研究数 

・研究者、指導者を育成す

ることを目的に基礎研究を

認め、機構外成果発表を義

務とする「独自研究」を実

施した。 

 

［指標実績］ 

・独自研究：計 32件 

R3：８件 

R4：８件 

R5：８件 

R6：８件 

 

 

 

 

・評価方法の統一 

○令和３年度に外部評価の

方法を、令和４年度に内部

評価の方法を、それぞれ統

一し、運用を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究者及び指導者を育成

するための独自研究は、期

間中の定量的指標（期間中

40件以上）を達成見込み 

○各年度において、安定的

に独自研究を実施してお

り、定量的指標の 80.0%

（32 件）を達成、令和７年

度も同等の実績をあげる見

込みである。 
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 （2）教育・訓練の

質の向上に資する研

究 

学校施設及び練習

船の有効活用を行う

とともに、国内外の

ニーズや外部の知見

を活用するため、船

員教育機関及び他の

公的研究機関等と連

携し、受託研究・共

同研究を実施する。 

また、新たな取組

としてプロジェクト

研究を立ち上げ、今

後の教育・訓練の質

の向上に資する研

究、更には国や業界

のニーズにも対応し

た研究を組織的に行

う。 

② 教育・訓練の質

の向上に資する研究

の実施 

学校施設及び練習

船を有効活用すると

ともに、国内外のニ

ーズや外部の知見を

活用するため主務官

庁、船員教育機関及

び他の公的研究機関

等と連携し、受託研

究・共同研究を実施

する。 

また、新たな取組

としてプロジェクト

研究を立ち上げ、今

後の教育・訓練の質

の向上に資する研

究、更には国や業界

のニーズにも対応し

た研究を組織的に行

う。 

 

ア プロジェクト研

究を期間中に延べ

50 件 程 度 実 施 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 受託研究及び共

同研究を期間中に延

べ 60 件程度実施す

る。 

＜評価の視点＞ 

 

 

・教育・訓練の質の向

上に資する研究、国や

業界のニーズに対応し

た研究を組織的に行っ

たか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・プロジェクト研究を

期間中に延べ 50件程度

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・受託研究及び共同研

究を、期間中に延べ 60

件程度実施する。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

② 教育・訓練の質の向上

に資する研究 

・研究管理委員会を定期的

（月１回程度）に開催し、

プロジェクト研究及び共同

研究新規承認等を審議し

た。また、令和３年度にプ

ロジェクト研究の承認につ

いて新しいプロセスを確立

した。 

・受託研究については、主

務官庁、船員教育機関及び

他の公的研究期間等と連携

し、国内外のニーズに応じ

た研究を実施した（例、日

本船舶技術研究協会「船員

スキル定量化事業」）。 

 

 

 

 

 

ア プロジェクト研究 

・今後の教育・訓練の質の

向上に資する研究、更には

国や業界のニーズにも対応

した研究テーマを教員／教

官が自発的に提案するとと

もに、機構のリソースを活

用した組織的な研究テーマ

として、海事社会に資する

研究を実施した。 

 

［指標実績］ 

・プロジェクト研究：計 65

件 

R3：19件 

R4：18件 

R5：17件 

R6：11件 

 

 

イ 受託研究及び共同研究 

・外部機関と受託研究及び

共同研究を実施し、学会等

で研究成果を発表した。研

究実績の例は下記のとお

り。 

【研究実績の例】 

○船員スキル定量化事業

（日本船舶技術研究協会委

託事業） 

＜評価と根拠＞ 

評定：A 

・困難度の高い指標を掲げ

る本項目について、以下の

とおりの実績を上げ、定量

的指標の対中期計画値が

120％を超える見込みであ

ることから、自己評価を A

評定とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プロジェクト研究は、期

間中における定量的指標

（期間中 50件程度）を大幅

に上回る件数を達成 

○令和３年度から立ち上げ

たプロジェクト研究は、研

究者自らの提案を励行する

柔軟な仕組みとし、定量的

指標の 130.0%（65件）を達

成している。令和７年度に

おいても同等数の研究を実

施する計画であるため、今

中期目標期間終了時には、

計画値を大きく上回る実績

を上げる見込みである。 

 

 

 

 

 

・受託研究及び共同研究実

施件数について、期間中に

おける定量的指標（期間中

60 件程度）を達成、更に上

回る見込み 

○主務官庁、船員教育機関

及び他の研究機関等外部機

関に対して積極的に働きか

けを行い、連携し研究活動

を行うことで、定量的指標

の101.7%（受託研究20件、

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・困難度の高い指標を掲げる受託研究及び共

同研究について、積極的に研究活動を行って

おり、令和6年度においてすでに定量的指標が

100％を超え、令和７年度においても更に研究

実施が計画されている。特に R6 年度には、受

託研究「IMO 国際共同対応支援基金事業発展

途上国における LNG 燃料船乗組員の IMO 教育

訓練支援事業に関する調査研究」において、

海技大学校のシミュレータを有効活用し、LNG 

燃料船の乗組員に対する基本及び上級訓練の

実施方法について、発展途上国の船員教育機

関の教官に教授するなど、国際貢献に資する

取組を行っている。 

 

・プロジェクト研究についても中期計画に沿

って計画的に実施されている。これらの研究

は、今後の教育・訓練の質の向上や新しい講

習の立ち上げに寄与するものである。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「A」との評価

結果が妥当である。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・海運業界として先端的なもの、喫緊の問題

として考えられるものを研究課題とし、研究

に取り組んでいる。 

 

・発表件数をこれだけ上げた、ということは

評価する。 

 

・研究実績は件数だけではなく、他の研究者

が論文に引用する等、その成果が有効に活用

されることが必要である。 
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○船員スキル定量化事業・

フェーズ２に係る受託研究

（日本船舶技術研究協会委

託事業） 

○アンモニア・水素燃料船

に乗船する船員の能力等に

関する要件に係る調査（海

技振興センター委託事業） 

○自動運航船に乗船する船

員の能力等に関する要件に

係る調査（海技振興センタ

ー委託事業） 

 

［指標実績］ 

・受託研究及び共同研究：

計 61件 

○受託研究：計 20件 

R3：４件 

R4：５件 

R5：６件 

R6：５件 

○共同研究：計 41件 

R3：12件 

R4：11件 

R5：10件 

R6：８件 

 

共同研究 41 件、合計 61

件）を達成している。令和

７年度においても 12件程度

の実施を計画していること

から、今中期目標期間終了

時には、計画値を更に上回

る見込みである。 

 

４．その他参考情報 

－ 

 

  



28 

 

様式１－２－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―（3） 成果の普及・活用促進 

業務に関連する政策・施策 － 当該事業実施に係る根拠（個別法

条文など） 

独立行政法人海技教育機構法 第 11条 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663   

 

2．主要な経年データ 

 2 主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度   3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 

研修生受入 

（計画値） 

期間中 

1,025名程度 

年間 

205名程度 

 

205名程度 

 

205名程度 

 

205名程度 

 

205名程度 

  
予算額（千円） 195,431 197,973 213,448 238,881 

 

研修生受入 

（実績値） 
  54名 94名 206名 325名  

 
決算額（千円） 278,892 192,459 169,373 178,424 

 

達成度   26.3% 45.9% 100.5% 158.5%   経常費用（千円） 240,385 201,615 169,763 169,258  

職員派遣 

（計画値） 

期間中 

575 名程度 

年間 

95名程度 

 

115名程度 

 

115名程度 

 

115名程度 

 

115名程度 

  
経常利益（千円） 52,547 26,652 -14,454 -13,746 

 

職員派遣 

（実績値） 
  143名 127名 152名 165名  

 
行政コスト（千円） 240,385 201,615 169,763 169,258 

 

達成度   124.3% 110.4% 132.2%   143.5%   従事人員数 565 561 553 542  

定期刊行物 

（計画値） 

期間中 

5 件程度 

年間 

2件程度 

 

1件程度 

 

1件程度 

 

1件程度 

 

1件程度 

        

定期刊行物 

（実績値） 
  1件 1件 1件 1件  

       

達成度   100.0% 100.0% 100.0% 100.0%         
研究成果発表等 

（計画値） 
期間中 

90 件程度 

年間 

12件程度 

 

18件程度 

 

18件程度 

 

18件程度 

 

18件程度 

        

研究成果発表等 

（実績値） 
  30件 27件 29件 34件  

       

達成度   166.7% 150.0% 161.1% 188.9%         
査読付き論文発表 

（計画値） 
期間中 

20 件程度 

年間 

10件程度 

 

4件程度 

 

4件程度 

 

4件程度 

 

4件程度 

        

査読付き論文発表 

（実績値）  
 

 
12件 5件 8件 6件  

       

達成度   300.0% 125.0% 200.0% 150.0%         
入学者募集広報 

活動（計画値） 
期間中 

150 回以上 

年間 

30回以上 

 

30回以上 

 

30回以上 

 

30回以上 

 

30回以上 

        

入学者募集広報 

活動（実績値）   36回 48回 63回 65回         

達成度   120.0% 160.0% 210.0% 216.7%         

海事広報活動

（計画値） 

期間中 

350 回程度 

年間 

70回程度 

 

70回程度 

 

70回程度 

 

70回程度 

 

70回程度 

        

海事広報活動

（実績値） 

 
 18回 24回 92回 95回  

       

達成度   25.7% 34.3% 131.4% 135.7%         
意見交換・説明

会（計画値） 
期間中 

375 回程度 

年間 

75回程度 

 

75回程度 

 

75回程度 

 

75回程度 

 

75回程度 

        

意見交換・説明

会（実績値）   79回 92回 75回 75回         

達成度   105.3% 122.7% 100.0% 100.0%         

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 3．成果の普及・活

用促進 

機構法第 11条第 1

項第 3 号に基づき、

海技教育の知見の普

及・活用、船員の魅

力や海事思想の普及

等に取り組む。災害

時において要請等を

受けた場合は、可能

な限り、練習船や学

校を活用した支援等

の活動を行う。 

（3）成果の普及・

活用促進 

機構法第 11条第 1

項第 3 号に基づき、

海技教育の知見の普

及・活用、船員の魅

力や海事思想の普及

等に取り組むととも

に、災害時におい

て、可能な限り船や

学校を活用した支援

等の活動を行う。 

  成果の普及・活用促進の評

定：B 

【細分化した項目の評定の

算術平均】 

（A4 点×2 項目＋B3 点×3

項目）÷5項目＝3.4 

したがって、算術平均に最

も近い評定は「B」評定で

ある。 

 

※算定にあたっては評定毎

の点数を、S：5 点、A：4

点、B：3点、C：2点、D：1

点とし、重要度の高い項目

については加重を２倍とし

ている。 

 

評定 B 評定  

【細分化した項目の評定の算術平均】 

（A4 点×1 項目＋B3 点×4 項目）÷5 項目＝

3.2 

したがって、算術平均に最も近い評定は「B」

評定である。 

 

※算定にあたっては評定毎の点数を、S：5

点、A：4点、B：3点、C：2点、D：1点とし、

重要度の高い項目については加重を２倍とし

ている。 

 

  

（1）海技教育の知

見の普及・活用 

機構職員の海技教

育にかかる高度な知

見を活かし、船舶運

航に関する学術、技

能及び航海訓練にか

かる国際会議等に職

員を派遣する。ま

た、海事関連行政機

関、国内外の教育機

関、研究機関等から

の要請により教育実

習生・研修生を受け

入れる。 

 

① 海技教育の知見

の普及･活用 

ア 海事関連行政機

関及び国内外の教育

機関、研究機関等か

ら、期間中に合計

1,025 名程度の研修

生を受け入れ、船舶

運航技術、海技教育

及び安全管理等に関

する実務を基本とし

た研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 船舶の運航に関

する学術、技能及び

航海訓練に係る国際

会議等に専門家を派

遣し、知見の活用と

他国との連携を図る

＜主な定量的指標＞ 

 

 

・海事関連行政機関及

び国内外の教育機関、

研究機関等から期間中

に 1,025 名程度の研修

生を受け入れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関係委員会の要請に

応じ、専門分野の委員

として期間中に 575 名

程度の職員を派遣す

る。 

＜主要な業務実績＞ 

① 海技教育の知見の普

及・活用 

ア 研修生の受入 

・コロナ禍により、感染症

対策の厳格化が求められる

船舶を中心に、研修の中止

や延期を余儀なくされた

中、WEB システムを併用す

る等、可能な対策を行った

結果、海事関連行政機関及

び国内外の教育機関、研究

機関等から延べ 679 名の研

修生を受け入れ、船舶運航

技術、海技教育及び安全管

理等に関する実務を基本と

した研修を実施し、海技教

育に関する知見の活用の促

進を図った。 

 

［指標実績］ 

・研修生の受入：計 679名 

R3：54名 

R4：94名 

R5：206名 

R6：325名 

 

イ 国際会議等への専門家

派遣及び関係委員会への専

門分野の委員派遣 

・船舶運航に関する学術、

技能及び航海訓練に係る国

際会議等に専門家として職

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・海技教育の知見の普及・

活用に関しては、以下のと

おり一部の項目において、

中期計画における定量的指

標を下回る見込みではある

ものの、コロナ禍における

不可抗力事由が原因である

こと、他の項目において定

量的指標を大きく上回る実

績（120%以上）を達成する

見込みであること、国際会

議の場で多大な貢献をした

こと等から、自己評価を B

評定とする。 

 

・感染症対策の徹底と WEB

システムの併用により、コ

ロナ禍においても国内外の

研修生受入を継続 

○令和３年度から令和４年

度においては、コロナ禍に

おける感染症拡大防止に係

る様々な制限を受け、大半

の研修の中止又は延期を余

儀なくされた。その中、感

染症予防対策を徹底し、

WEB システムを併用するこ

とで、令和３年度は年度目

標の 26.3%にあたる 54 名の

研修生を、令和４年度は年

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・研修生の受入については、中期計画におけ

る定量的指標を大きく下回る見込みではある

ものの、コロナ禍における不可抗力事由が一

因にある。しかしながら、中期目標において

当該指標を定める際、研修生の受入が新型コ

ロナウイルス感染症拡大の状況下においては

実施困難であることを考慮し、前中期目標期

間と同水準を維持する目標値を設定した経緯

があり、かつコロナ禍後の指標実績を鑑みれ

ば、中期計画における所期の目標達成に向

け、令和7年度において積極的に取り組む姿勢

が必要である。 

 

・関係委員会の要請による専門分野の委員と

して、職員を延べ587名派遣しており、既に定

量的指標の 102.1%を達成している。 

 

・IMOにおける海上安全委員会や人的因子訓練

当直小委員会等の IMO 会合に延べ 43 名の職員

を専門家として派遣している。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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ほか、関係委員会の

要請に応じ、専門分

野の委員を派遣する

など、期間中に延べ

575 名程度の職員を

派遣する。 

員 を 派 遣 し た ほ か 、

MEGURI2040 船員スキル定量

化委員会（受託研究）、南

極地域輸送計画委員会（文

科省）、近畿地方交通審議

会（近畿運輸局）をはじめ

とする関係委員会の専門分

野の委員として、延べ 587

名を派遣し、海技教育の知

見の活用と多国間及び国内

関係各所との連携を深め

た。 

 

［指標実績］ 

・国際会議等への専門家派

遣及び関係委員会への専門

分野の委員派遣：計 587名 

R3：143名 

R4：127名 

R5：152名 

R6：165名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a)国際海事機関（IMO）に

おける国際規則の制定・改

正の審議等への専門家派遣 

・IMO における国際規則の

制定・改正の審議等に延べ

43 名の職員を専門家として

海上安全委員会や人的因子

訓練当直小委員会等の IMO

会合に派遣し、わが国の代

表として意見調整・取りま

とめ等を行った。 

 

 

 

 

 

b)JICA ミクロネシア水産海

事学校能力向上プロジェク

ト 

・令和５年度において、高

度な海事人材を養成する教

度目標の 45.9%にあたる 94

名の研修生を受け入れた。 

○新型コロナウイルス感染

症が５類感染症に移行され

た令和５年度は、206 名の

研修生を受け入れ、年度目

標を達成している（達成度

/100.5%）。また、令和６

年度においては 325 名の研

修生を受け入れ、年度目標

を大幅に上回る結果となっ

た（達成度/158.5%）。 

○期間中の定量的指標につ

いては、目標の 66.2%（研

修生受入数 679 名）にとど

まる。 

 

・専門分野委員としての職

員派遣数は、期間中におけ

る定量的指標（職員派遣数

575 名程度）の 120%以上を

達成の見込み 

○関係委員会の要請による

専門分野の委員として、職

員を延べ 587 名派遣してお

り 、 既 に 定 量 的 指 標 の

102.1%を達成している。令

和７年度においても前年度

並みの派遣を予定している

ことから、期間中の目標を

大きく上回る見込みであ

る。 

 

・IMO 会合に専門家として

職員を派遣し、国際規則の

制定及び改正審議に貢献 

○人的リソースが極めて厳

しい中、IMO が主催する国

際会議で行われる国際ルー

ル作りにおいて、国を支援

するため、IMO 会合に延べ

43 名の職員を派遣し、我が

国代表として意見調整・取

りまとめ等の役割を担うこ

とで、機構職員の海技教育

にかかる高度な知見を、国

際規則の制定及び改正の場

で活用した。 

 

・ミクロネシア水産海事学

校能力向上プロジェクトに

貢献 

○我が国の ODA 事業である

ミクロネシア水産海事学校
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員の能力強化等が課題とな

っている「ミクロネシア短

期大学付属ミクロネシア連

邦水産海事学校」の教官６

名に対し、教員の知識及び

技能の向上を図ることを目

的に、四級海技士相当の教

育手法を教授する研修を海

技大学校において実施し

た。 

・専門家派遣によって生じ

る通常業務への影響を調査

し、人材不足のため、派遣

される適切な教員の確保が

困難であると組織的に判断

した。 

 

能力向上プロジェクトの一

環でミクロネシア短期大学

付属ミクロネシア連邦水産

海事学校の教官６名を招

き、海技大学校において研

修を実施した。 

 

  

（2）研究成果の普

及・活用 

研究成果を教育・

訓練に反映し、質の

向上に努めるととも

に、成果の普及につ

いて広く社会へ還元

し、業界はもとより

社会発展に貢献す

る。 

 

② 研究成果の普

及・促進 

ア 研究成果につい

て、期間中 5 件程度

の定期刊行物を発行

するほか、より広く

一般に対し成果の普

及 を 図 る た め J-

STAGE の活用を促進

することで、研究成

果を海事教育機関や

海運業界へ還元す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 機構内で実施す

る研究発表会及び機

構外で実施される研

究発表会（学会発

表・講演会）におい

て、期間中に延べ

90 件程度の研究成

果発表を行う。 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・成果の普及について

広く社会へ還元し、業

界はもとより社会発展

に貢献したか。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・研究成果について、

期間中 5 件程度の定期

刊行物を発行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構が実施する研究

発表会及び機構外で実

施される研究発表会

（学会発表・講演会）

において、期間中延べ

90 件程度の研究成果発

表を行う。 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

② 研究成果の普及・活用 

 

ア 定期刊行物の発行 

・研究成果をまとめた定期

刊行物（海技教育機構論文

集）を年１回発行した。ま

た、その内容を国立研究開

発法人科学技術振興機構

(JST)が運営する電子ジャ

ーナルプラットフォーム

「J-STAGE」に掲載するこ

とで、機構の研究成果を

WEB 媒体で広く公開し、社

会へ還元している。発行実

績は下記のとおり。 

 

［指標実績］ 

・定期刊行物の発行：計４

件 

R3：１件 

R4：１件 

R5：１件 

R6：１件 

 

イ 研究成果発表 

・機構が開催する研究発表

会及び機構外で実施される

研究発表会（学会発表・講

演会）において、年 30件程

度の研究成果を発表した。

また、以下の国際学会で発

表を行った。 

○TransNav2023 

○ECLL 2023 (The 11th 

European Conference on 

Language Learning) 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・以下の実績のとおり、全

ての項目について定量的指

標を達成し、特に研究成果

の発表件数で中期計画にお

ける定量的指標の 120%以上

を、査読付き論文の発表件

数については、170%以上を

達成する見込みであること

から、自己評価を A 評定と

する。 

 

・定期刊行物として海技教

育機構論文集を毎年度発行 

○定期刊行物として海技教

育機構論文集を刊行してお

り、令和６年度時点で、定

量的指標（期間中５件）の

80%（４件）を達成してい

る。令和７年度において

も、海技教育機構論文集を

発行予定であり、定量的指

標の 100%を達成する見込み

である。 

 

・研究成果の発表件数につ

いて、令和６年度時点で定

量的目標（期間中 90 件程

度）の 120％以上を達成 

○機構が実施する研究発表

会及び機構外で実施される

研究発表会における研究成

果発表の件数について、定

量的指標の 133.3%（発表件

数 120 件）を達成してい

る。令和７年度においても

評定 A 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・全ての項目において指標に達している。特

に研究成果の発表件数は定量的指標の 120%以

上に達する見込である。また査読付き論文の

発表件数は 170%以上に達する見込みである。 

そのなかには国際学会誌に発表される論文2件

も含まれており、国際的な関心事項に貢献し

ている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「A」との評価

結果が妥当である。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・国際的にも評価されていることは評価でき

る。 

 



32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 機構内の査読付

き論文及び国内外の

学会等における査読

付き論文を期間中に

延べ 20 件程度発表

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構内の査読付き論

文及び国内外の学会等

における査読付き論文

を期間中延べ 20件程度

発表する。 

 

 

○IMLA28 ＆ IMEC33 

○The 10th Pan Asian 

Association of Maritime 

Engineering Societies 

 

［指標実績］ 

・研究成果発表：計 120件 

R3：30件 

R4：27件 

R5：29件 

R6：34件 

 

ウ 査読付き論文 

・研究体制の見直しを行

い、独自研究実施者が業務

時間に、より研究に専念で

きるよう改善した。 

・以下の国際学会誌に論文

が掲載された。 

○Biodiversitas Journal 

of Biological Diversity 

○TransNav Journal 

 

［指標実績］ 

・査読付き論文の発表：計

31件 

R3：12件 

R4：５件 

R5：８件 

R6：６件 

 

30 件程度の発表を見込んで

おり、定量的指標の 120%を

大きく上回る実績をあげる

見込みである。 

○機構外での発表実績に

は、国際学会での発表が４

件含まれており、国内にと

どまらず、広く社会発展に

貢献している。 

 

 

 

・査読付き論文の発表件数

について、期間中における

定量的指標（期間中 20件程

度）を達成、更に大きく上

回る見込み 

○機構内の査読付き論文及

び国内外の学会等における

査読付き論文の発表件数

は、中期計画における定量

的指標の 155.0%（発表件数

31 件）を達成している。令

和７年度においても５件以

上の発表を見込んでおり、

期間中に定量的指標を大き

く上回る（170%以上）見込

みである。 

○査読付き論文発表実績に

は、国際的な関心事である

気候変動や船員のソフトス

キルに関する国際学会誌で

の発表が２件含まれており

国内にとどまらず、広く社

会発展に貢献している。 

 

  

（3）海事広報活動

の促進及び人材の確

保 

次世代を担う若年

層の海・船への関心

を高めるため、関係

機関とも連携し、学

校及び練習船を活用

した更なる海事広報

活動を推進する。

ICT を有効活用して

積極的に情報発信す

るなど、船員教育・

訓練のプレゼンスの

向上に努める。ま

た、船員志向性の高

い人材確保に向け、

 

③ 海事広報活動の

促進及び人材の確保 

ア 人材確保 

船員志向性の高い

人材の確保に向け、

新たな広報活動に関

する体制・仕組みを

直ちに構築し、募集

活動に反映させる。 

また、関係機関と

の連携を強化し、学

校施設及び練習船を

活用したイベントを

期間中に 150 回以上

実施することによ

り、船員を目指す人

材を多方面から確保

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

・関係機関との連携、

学校施設及び練習船を

活用した入学者募集の

ための広報活動を期間

中 150 回以上実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

③ 海事広報活動の促進及

び人材の確保 

ア 人材確保 

・船員志向の高い人材確保

に向け、外部機関との連携

を強化し、学校施設及び練

習船を活用したイベントを

212 回実施した。入学募集

のための広報活動実績値は

下記のとおり。 

 

［指標実績］ 

・学校施設及び練習船を活

用した入学者募集のための

広報活動：計 212回 

R3：36回 

R4：48回 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・海事広報活動の促進及び

人材の確保に関しては、以

下の通り一部の項目におい

て、中期計画における定量

的指標を若干下回る見込み

ではあるものの、コロナ禍

における不可抗力事由が原

因であること、他の項目に

おいて定量的指標を大きく

上回る実績（120%以上）を

達成する見込みであること

等を総合的に判断し、自己

評価を A評定とする。 

 

・入学募集活動のための広

報活動について、令和６年

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・人材の確保について外部機関と連携を強化

し、学校施設及び練習船を活用したイベント

をこれまでに 212 回実施したことは評価でき

る。一方で、この取組によって、どれだけ船

員を目指す人材を確保できたのか、海技学校

等への応募者や入学者動向への効果を検証す

る取組が必要である。 

 

・海事広報活動等の促進について、令和３・

４年度はコロナ禍における制限を受けていた

ところ、新型コロナウイルス感染症の法律上

の位置付けが５類感染症になった以降、安全

を確保しつつ、取組を強化し、令和５年度以

降は高い実績を上げている。一方で、全体で

は一般公開及びシップスクールを期間中350回

程度実施する計画のところ229回（定量的指標
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関係機関との連携を

より充実・強化し、

船員を目指す人材を

多方面から確保する

よう努める。 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 海事広報活動等

の促進 

a）国や地方自治体

等が主催する集客力

の高い各種イベント

等への学校及び練習

船の参加、船員教育

機関、関連業界等と

連携を図った一般公

開及びシップスクー

ル（練習船見学会を

含む。）を期間中

350 回程度実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・若年層の海・船への

関心を高める海事広報

活動の促進のためのイ

ベント等への参加、学

校・練習船の一般公開

等を期間中 350 回程度

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R5：63回 

R6：65回 

 

・コロナ禍にあっても ICT

を活用し、SNS 等で情報発

信することで、海技人材確

保のための広報活動を積極

的に実施した。 

・コロナ禍における新たな

広報活動として、海技教育

財団協力のもと VR学校見学

サイトを制作し、リンクを

各学校ホームページに掲載

した。 

・オープンキャンパスの開

催記事等を機構 SNS で積極

的に発信し、人材確保に努

めた。 

・受験者確保のため海技学

校は中学校 6,432 校、海技

短大は、高校 4,089 校を訪

問し、学校 PRを実施した。 

 

イ 海事広報活動等の促進 

 

a)イベント等への参加、学

校・練習船の一般公開等 

・コロナ禍の影響により令

和３・４年度はイベント等

の活動中止や延期を余儀な

くされたが、感染症対策を

講じることで、以下の実績

を上げた。 

○国や地方自治体等が主催

する海フェスタ等、海事関

連イベントに練習船を派遣

し、一般公開を 57回実施し

た。 

○練習船において、小中学

生や海洋少年団等を対象と

したシップスクール等を

102回実施した。 

○学校等において、地域住

民を対象に海や船に親しむ

活動や海事に関する公開講

座等に 70回参加した。 

○その他 WEB うみ博等の行

事への参加・協力を 19回行

った。 

 

［指標実績］ 

・イベント等への参加、学

校・練習船の一般公開等：

計 229回 

度末時点で、期間中におけ

る定量的指標の 120%以上を

達成、更に大きく上回る見

込み 

○学校施設及び練習船を活

用した入学者募集のための

広報活動の実施回数は、定

量的指標の 141.3%（実施回

数 212 回）を達成してい

る。令和７年度においても

40～50 件程度の実施を見込

んでおり、期間中に定量的

指標を大きく上回る見込み

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・感染症対策の徹底と WEB

システムの活用により、コ

ロナ禍においても海事広報

を継続 

○令和３・４年度において

は、コロナ禍における制限

を受ける中、WEB 上でのシ

ップスクールや乗船を伴わ

ない練習船一般公開等を実

施することで、海事広報活

動を継続した。 

○新型コロナウイルス感染

症が５類感染症に移行され

た令和５年度は、前年度比

の 3.8倍にあたる 92回の実

績を上げており、令和６年

度においても 95回と高い実

績を上げている。令和７年

度においても同程度の実績

を達成する見込みである。 

○コロナ禍の影響を大きく

受けた項目でありながら、

期間中における定量的指標

（実施回数 350 回程度）の

90%程度を達成する見込み

である。 

 

 

 

 

 

65.5％）に留まっている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、「B」との評価結果が妥当で

ある。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・今後、シップスクールや一般公開等の広報

活動について、内容の見直しを図るべきであ

る。 

 

・今後、広報活動の結果が海技教育機構の入

学に結び付いているのか、検証することも必

要。 
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b）広報活動の展開

に当たっては ICT を

用いた情報発信を行

い、海事思想の一層

の普及を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・広報活動の展開に

ICT を用いた情報発信

を行い、海事思想の一

層の普及を図ったか。 

R3：18回 

R4：24回 

R5：92回 

R6：95回 

 

・コロナ禍においても海事

広報活動等の促進を図るた

め、以下の工夫及び取組を

実施した。 

○VR校内見学  

○乗船を伴わない練習船一

般公開  

○WEB シップスクール  

○YouTube、Facebook 等の

SNS に動画を含む海事広報

に資する情報の積極的掲

載  

○日本丸・海王丸デザイン

の御船印帳、海技教育機構

の御船印の販売 

 

b)ICT を用いた情報発信に

よる海事思想の一層の普及 

・コロナ禍により、学校や

練習船での海事広報活動を

抑制せざるを得ない状況が

続いたが、機構ホームペー

ジや SNS 等を活用し、国内

外へ向け以下の情報発信を

積極的に行った。 

○期間中延べ 286 件のニュ

ースを機構ホームページに

掲載、112 件のプレスリリ

ースを実施することで、業

界紙に 101 件の機構関連記

事が掲載された。 

○令和３年度、一般公開順

路を巡る練習船５隻の動画

を制作し、YouTube に公開

した。 

○令和５年度、街頭ビジョ

ン（神戸市、東京都渋谷

区）に学校紹介動画を放映

した。 

○令和５年度、「海洋都市

横浜うみ博 2023」の WEB コ

ンテンツに学校紹介を掲載

した。 

 

・SNS 投稿件数等の実績は

次のとおり。 

○Facebook 

投稿数 3,171件 

フォロワー数 13,743 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構ホームページ及び

SNS で海事思想普及の情報

発信を実施 

○機構ホームページに、ニ

ュースを 286 件、プレスリ

リースを 112件掲載した。 

○SNS への投稿を頻繁に行

い、若年層をターゲットと

した広報活動を実施した。

令 和 ６ 年 度 末 時 点 で 、

Facebook、X（旧 Twitter）

及び Instagram に対して合

計 10,062 件の投稿を行っ

た。また、YouTube に動画

投稿を 23件行った。 

○新たな手法として、街頭

ビジョンを利用した広報活

動を実施し、他団体との連

携した情報発信も積極的に

行い、海事思想の普及に努

めた。 
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○X（旧 Twitter） 

投稿数 4,879件 

フォロワー数 7,735 

○Instagram 

投稿数 2,012件 

フォロワー数 4,443 

○YouTube 

投稿数 23件 

フォロワー数 1,120 

 

  

（4）国民・業界等

からのニーズの把握

とその対応 

海運業界や船員教

育機関等との意見交

換会などを通じて、

ニーズを的確に把握

することにより、教

育・研究内容の質を

向上させる。また、

ICT を活用した取組

を積極的に実施す

る。 

 

④ 国民・業界等か

らのニーズの把握と

その対応 

海運業界のニーズ

を的確に把握し、海

技教育の質の向上を

図るため、次の取組

を行う。 

 

ア 船員教育機関等

との連絡会議を期間

中 5 回程度開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 意見交換会や海

運業界等による学生

への説明会等を期間

中に 375 回程度開催

する。 

＜評価の視点＞ 

 

 

 

・海運業界のニーズを

的確に把握し、海技教

育の質の向上を図った

か。 

 

＜主な定量的指標＞ 

・船員教育機関等との

連絡会議を期間中 5 回

以上開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・意見交換会や海運業

界等による学生への説

明会等を期間中に延べ

375回程度開催する。 

＜主要な業務実績＞ 

④ 国民・業界等からのニ

ーズの把握とその対応 

 

 

 

 

 

 

 

ア 船員教育機関等との連

絡会議 

・船員教育機関等のニーズ

を的確に把握し、海技教育

の質の向上を図るため、船

員教育機関等との連絡会議

を期間中延べ 15 回開催し

た。開催実績数は下記のと

おり。 

 

［指標実績］ 

・船員教育機関等との連絡

会議：計 15回 

R3：９回 

R4：２回 

R5：２回 

R6：２回 

 

イ 意見交換会や海運業界

等による学生への説明会等 

・コロナ禍において事業者

来校や対面実施に制限があ

り実施困難な状況の中、

WEB 会議や映像資料の活用

等により機会確保に努めた

結果、計 321 回（達成度

/85.6%）開催し、以下の実

績をあげた。 

 

［指標実績］ 

・意見交換会や学生への説

明会等：計 321回 

R3：79回 

R4：92回 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に判

断し、自己評価を B評定と

する。 

 

・船員教育機関等との連絡

会議の開催数について定量

的指標の 300%以上を達成、

更に大きく上回る見込み 

○船員教育機関等との連絡

会議については、定量的指

標（期間中５回程度）の

300%にあたる 15回を達成し

ており、令和７年度におい

ても、複数回の開催を見込

んでいることから、期間中

に定量的指標の 320%以上を

達成する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・意見交換会や海運業界等

による学生への説明会等に

ついて、定量的指標を達成

する見込み 

○意見交換会や海運業界等

による学生への説明会等に

ついて、321 回開催してお

り、定量的指標（期間中

375回程度）の 85.6%を達成

している。令和７年度につ

いても例年並み（70～90 回

程度）の開催を予定してい

ることから、期間中に目標

を達成する見込みである。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・船員教育機関等との連絡会議を定期的に実

施しているところ、令和3年度は、「商船大学

における海洋人材の育成に関する懇談会」等

が開催されたことによって一時的に実施回数

が増えたものであることを考慮する。 

 

・意見交換会や海運業界等による学生への説

明会等を期間中に375回程度開催する計画のと

ころ 321 回（定量的指標 85.6％）となってい

る。令和７年度も例年並みの開催見込みとな

っており、期間中に目標を達成する見込みで

ある。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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R5：75回 

R6：75回 

 

○意見交換会を通じて海運

業界の現況や就職状況、船

員の勤務体制等の現状及び

船員に求める資質や心構え

などについて理解を深め、

教育や生活指導に反映させ

た。 

○海運業界等による学生へ

の説明会等では、卒業生を

講師として招き、実体験の

紹介や質疑応答を通じて、

船員就職への意識付けを行

い、就職及び勉学への意欲

等が高まるよう取り組ん

だ。 

 

  

（5）災害支援等 

船員養成を優先し

つつも、災害発生等

により支援要請があ

った場合、必要に応

じ可能な範囲で機構

が持つ施設・設備を

活用し、協力するよ

う努める。 

 

⑤ 災害時の支援活

動 

災害発生により、

国又は地方公共団体

等から支援要請があ

った際には、業務遂

行上特段の支障がな

い限り、学校施設に

おいては避難所とし

て、また練習船にお

いては人員や支援物

資の移動手段及び被

災者の生活支援機能

としての活動を実施

する。 

＜評価の視点＞ 

 

 

・支援要請があった場

合、可能な範囲で機構

が持つ施設・設備を活

用し、協力するよう努

めたか。 

＜主要な業務実績＞ 

⑤ 災害時の支援活動 

・期間中、災害発生に伴う

支援要請はなかった。 

 

・各学校では、地方自治体

の依頼に応じて地域避難所

に関する協議を実施、付近

住民の避難場所として運動

場を提供する等の協力をし

ている。 

 

・令和６年度、清水海技短

大校内練習船「かざはや」

を活用した災害支援につい

て、静岡県と「災害時の輸

送等の支援業務に関する協

定書」を締結した。 

・令和３年度、海技大学校

に避難所開設時被災者又は

帰宅困難者等の通信手段と

する通信回線増設工事を実

施した。  

 

・令和３年度、海技大学

校、波方海技短大及び口之

津海技学校の耐震化工事を

計画どおり完了させた。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に判

断し、自己評価を B 評定と

する。 

 

・地方自治体との連携を強

化 

○各学校と地方自治体との

間で協定を結び、地域避難

に関する訓練等の災害対応

訓練を実施した。 

○各学校の運動場を自治体

の指定緊急避難場所とする

ことで地方自治体との連携

を強化し、災害への備えを

進めている。 

○清水海技短大において、

校内練習船「かざはや」を

活用した災害支援協定を静

岡県と結んだ。 

 

・学校設備の災害対応能力

を強化 

○海技大学校において、通

信回線を増設し、避難所開

設時における通信能力を強

化した。 

○令和３年度に海技大学

校、波方海技短大及び口之

津海技学校の耐震化工事を

完了した。 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・災害時の支援活動については、期間中、災

害発生に伴う支援要請はなかった。 

 

・他方、各学校と地方自治体との間で協定を

結ぶなど、地方自治体との連携強化に努め

た。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（1） 効率的な業務運営体制の確立 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

組織については、

船員需要や少子化等

による変化に対応し

つつ、効率的かつ効

果的な海技教育及び

組織運営を継続する

ため、組織体制の再

編と職員配置の見直

しを行う。 

 

船員需要や少子化

等による変化に対応

しつつ、効率的かつ

効果的な海技教育及

び組織運営を継続す

るため、組織体制の

再編と職員配置の見

直しを行う。 

＜評価の視点＞ 

・効率的かつ効果的な

海技教育及び組織運営

を継続するため、組織

体制の再編と職員配置

の見直しを行ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

・令和３年度に学校教育部

と上級教育・研究国際部の

学校教育業務の一元化を図

り、「学校教育部」として

再編、令和４年度に学校教

育部を３課体制とした。 

 

・令和５年 10月に研究国際

部を業界と繋がりのある企

画調整部へ移管すること

で、ニーズを反映した研究

活動促進が可能な体制とし

た。業界との繋がりを活か

し、ニーズの聞き取り、船

舶運航技術や教育訓練手法

の向上など、機構の研究方

針と合致するものを反映

し、研究活動を促進した。 

 

・令和５年 10月、船員需要

や少子化等による変化を念

頭に、海事広報の充実を図

るため、広報業務を広報室

へ一元化した。広報室に専

従職員を配置するととも

に、広報業務の一部を所掌

していた業務推進課を廃止

（広報以外の業務は関連部

署へ振り分け）した。 

 

・令和５年 10月の組織体制

の再編により、１部長及び

１課長を削減した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に判

断し、自己評価を B 評定と

する。 

 

・本部機能効率化のために

上級教育・研究国際部を廃

止、これに伴い組織体制の

再編と職員の再配置を実施 

○上級教育・研究国際部の

機能を学校教育部及び企画

調整部と一元化し、段階的

に廃止した。これに伴い学

校教育部を３課体制に再編

成することで、上級教育を

含む効率的な管理体制を確

立した。 

○企画調整部内に研究国際

課を設置することで、より

業界ニーズを反映した研究

活動等が可能となった。 

 

・広報室の設置により、本

部広報能力を強化 

○複数課に跨がっていた広

報業務を一元化し、部から

独立した広報室を設置し

た。広報業務に専従する職

員を配置することで、より

積極的な広報活動を展開

し、賛助会員数増加等の成

果を上げている。 

○広報業務の一元化にとも

ない、広報業務の一部を担

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・組織体制の再編と職員配置の見直しについ

ては、本部機能効率化のために上級教育・研

究国際部を廃止、これに伴い組織体制の再編

と職員の再配置を実施するなど、中期計画に

沿った取組を行った。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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・組織体制の再編による業

務遂行状況の検証結果を踏

まえ、担当業務、業務量バ

ランス、人員配置等の見直

しを行った。 

 

っていた業務推進課を廃止

し、業務の効率化を実現し

た。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（2） 業務運営の効率化に伴う経費削減 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 
（初年度予算額の当該経

費相当分に 5を乗じた額） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費（年度計画値） 

（千円） 
 

641,670 128,334 124,485 120,751 121,933  495,503 

一般管理費（実績値）

（千円） 

 
 127,927 159,193 149,189 144,241  580,550 

達成度   100.3% 78.2% 80.9% 84.5%  85.4% 

業務経費（年度計画

値）（千円） 

 
2,415,195 483,039 478,206 473,423 487,906  1,922,574 

業務経費（実績値） 

（千円） 

 
 468,966 492,989 465,720 475,668  1,903,343 

達成度   103.0% 97.0% 101.7% 102.6%  101.0% 

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

 

 

 

 

 

一般管理費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因

により増減する経費

を除く。）について

は、期間中に見込ま

れる当該経費総額

（初年度予算額の当

該経費相当分に 5 を

乗じた額）を 6％程

度抑制する。 

また、業務経費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を必

要とする経費及び特

殊要因により増減す

る経費を除く。）に

ついても、期間中に

見込まれる当該経費

総額（初年度予算額

の当該経費相当分に

5 を乗じた額）を

2％程度抑制する。 

 

引き続き、効率的

な運営体制の確保、

管理業務の簡素化等

に努める。 

 

一般管理費（人件

費、公租公課等の所

要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因

により増減する経費

を除く。）について

は、期間中に見込ま

れる当該経費総額

（初年度予算額の当

該経費相当分に 5 を

乗じた額）を 6％程

度抑制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

・一般管理費につい

て、中期目標期間中に

見込まれる当該経費総

額（初年度予算額の当

該経費相当分に 5 を乗

じた額）を 6％程度抑

制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

① 一般管理費 

・一般管理費（人件費、公

租公課等の所要計上を必要

とする経費及び特殊要因に

よ り 増 減 す る 経 費 を 除

く。）について、対象経費

のうち、業務旅費、船舶維

持整備需品費、学校消耗品

費、教材整備費、システム

関係経費、研修費等、業務

が最低限維持できる程度ま

で経費削減に努めたが、電

気料金、ガス料金の値上げ

など、社会的物価高騰の影

響を受けたことから、令和

６年度末時点で中期計画値

を達成することが困難な状

況にある。 

令和７年度においても、

予算抑制も限界に近いとこ

ろであるが、更なる削減の

可能性を確認しながら、経

費削減に努めることで６％

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・当初計画時には想定でき

なかった急激な円安や世界

的な物価高騰の影響によ

り、令和６年度末時点で一

般管理費は中期計画値を達

成することが困難な状況に

あるが、計画を達成すべく

組織一丸となり、業務運営

の限界に近い予算抑制に努

めていることから、自己評

価を B評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・一般管理費について、令和６年度末時点で

中期計画値を達成することが困難な状況であ

ることは、昨今の急激な円安や世界的な物価

高騰の影響を受けるなかで、計画を達成すべ

く組織一丸となり、業務運営の限界に近い予

算抑制に努めている点を考慮する必要があ

る。 

 

・業務経費については、システム機器等のリ

ース期間を延長することにより、計画どおり

抑制を続けている。 

 

・以上のことから所期の目標達成が見込まれ

ることを踏まえ、自己評価書の「B」との評価

結果が妥当である。 
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また、業務経費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を必

要とする経費及び特

殊要因により増減す

る経費を除く。）に

ついても、期間中に

見込まれる当該経費

総額（初年度予算額

の当該経費相当分に

5 を乗じた額）を

2％程度抑制する。 

 

 

 

・業務経費（人件費、

公租公課等の所要額計

上を必要とする経費及

び特殊要因により増減

する経費を除く。）に

ついても、中期目標期

間中に見込まれる当該

経費総額（初年度予算

額の当該経費相当分に

5を乗じた額）を 2％程

度抑制する。 

 

程度の抑制を達成する見込

みである。 

 

② 業務経費 

・業務経費（人件費、公租

公課等の所要額計上を必要

とする経費及び特殊要因に

よ り 増 減 す る 経 費 を 除

く。）について、システム

機器等のリース期間を延長

することにより、経費の節

減を図り、令和６年度末時

点で中期計画値を達成でき

ている。 

令和７年度においても、

経費節減に努めることで

２％程度の抑制を達成する

見込みである。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（3） 調達方法の見直し 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成27年5月

25 日 総 務 大 臣決

定）等を踏まえ、引

き続き、公正かつ透

明な調達手続きによ

る適切で迅速かつ効

果的な調達を実現す

る観点から、機構内

に設置された「調達

等合理化検討会」に

おける取組を推進

し、また、契約監視

委員会を活用すると

ともに、毎年度「調

達合理化計画」を策

定・公表し、年度終

了後、実施状況につ

いて、評価・公表を

行う。 

 

 

 

 

 

また、一般競争入

札を原則としつつ

も、会計規程等に則

り、随意契約による

ことが可能なものは

実施するなど、公正

性・透明性を確保し

 

「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成27年5月

25 日 総 務 大 臣 決

定）等を踏まえ、引

き続き、公正かつ透

明な調達手続きによ

る適切で迅速かつ効

果的な調達を実現す

る観点から、機構内

に設置された「調達

等合理化検討会」に

おける取組を推進

し、また、契約監視

委員会を活用すると

ともに、毎年度「調

達合理化計画」を策

定・公表し、年度終

了後、実施状況につ

いて、評価・公表を

行う。 

 

 

 

 

 

また、一般競争入

札を原則としつつ

も、随意契約につい

ては、「独立行政法

人の随意契約に係る

事務について」（平

成 26 年 10 月 1日付

＜評価の視点＞ 

・毎年度策定する「調

達等合理化計画」によ

る取組を推進し、ま

た、契約監視委員会を

活用するとともに、毎

年度「調達合理化計

画」を策定・公表し、

年度終了後、実施状況

について、評価・公表

を行ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・随意契約について

は、公平性・透明性を

確保しつつ合理的な調

達を実施したか。 

 

＜主要な業務実績＞ 

・「調達等合理化計画」を

策定の上、機構ホームペー

ジにおいて公開し、機構内

外への周知を図る等の取組

を着実に実施した。 

・各年度における「調達等

合理化計画」の進捗状況に

ついて自己評価を行い、国

土交通大臣へ報告を行った

上で機構ホームページに公

開し、今後の業務への指針

とした。 

 

・競争性確保及びコスト縮

減の取組として、令和５年

度においては、２件（基幹

LAN システムネットワーク

調査及び乗船事務室のアス

ベスト含有分析調査）の入

札案件について、当該商品

の取扱事業者について幅広

く情報収集し、新規事業者

の開拓に務めることで、新

規事業者が入札へ参入した

結果、従前と比べて約 840

万円コストを削減した。 

 

・前中期目標期間より計画

の調達に関するガバナンス

の徹底として、随意契約に

関する内部統制を確立し

た。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・「調達等合理化計画」を策定の上、ホーム

ページで公開し、機構内外への周知を図る等

の取組を実施した。 

 

・また、各年度における「調達等合理化計

画」の進捗状況について自己評価を行い、国

土交通大臣へ報告を行った上でホームページ

に公開し、業務への指針としている。 

 

・コスト縮減の取組では、入札案件におい

て、当該商品の取扱事業者について幅広く情

報収集し、新規事業者の開拓に務めること

で、新規事業者が入札へ参入した結果、従前

と比べて約 840万円コストを削減した。 

 

・以上のことから計画どおりの実績を上げて

いることが見込まれるため、自己評価書の

「B」との評価結果が妥当である。 
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つつ、合理的な調達

を実施する。 

け総管査第 284 号総

務省行政管理局長通

知）及び会計規程等

に則り、随意契約に

よることが可能なも

のは実施するなど、

公正性・透明性を確

保しつつ、合理的な

調達を実施する。 

 

・契約審査委員会による点

検を受けた上で契約を実施

し、外部委員等で組織する

契約監視委員会にて契約事

由や価格の妥当性を審議す

ることで、公正・透明性を

確保した調達を行った。 

・不祥事発生の未然防止・

再発防止のための取組とし

て、監査法人往査及び内部

監査を実施した。 

・官庁等で行われる研修や

講演会などに参加すること

で、職員のスキルアップ及

び制度の理解に努めた。 

 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（4） 人件費管理の適正化 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

ラスパイレス指数  99.6 99.7 97.2 98.7 96.6   

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、厳しく検証を行

った上で、その検証

結果や取組状況につ

いては毎年度公表す

る。 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方につ

いて厳しく検証した

上で、給与改定に当

たっては、引き続

き、国家公務員に準

拠した給与規程の改

正を行い、その適正

化に取り組むととも

に、その検証結果や

取組状況を毎年度公

表する。 

＜評価の視点＞ 

・給与水準について、

国家公務員の給与水準

も十分考慮し、厳しく

検証を行ったか。 

 

・給与改定に当たって

は、引き続き、国家公

務員に準拠した給与規

程の改正を行い、その

適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や

取組状況を公表した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

・国家公務員の給与水準を

考慮した上で、国家公務員

給与法の改正による月例給

の改定や賞与の改定を行

い、それに伴い給与規程ほ

か関連規程等の一部改正を

行った（令和７年１月改

正）。その内容については

機構ホームページにて「役

員の報酬等及び職員の給与

水準」として公表してい

る。 

・引き続き国に準拠した適

正な給与水準の維持が図ら

れるよう、取組を行ってい

く。 

 

○ラスパイレス指数実績 

R3年度実績：99.7 

R4年度実績：97.2 

R5年度実績：98.7 

R6年度実績：96.6 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・役職員の給与及び賞与の

支給率等については、国家

公務員給与法の改正に準拠

した給与規程等の一部改正

を行っている。 

 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・役職員の給与及び賞与の支給率等について

は、国家公務員給与法の改正に準拠した給与

規程等の一部改正を行っている。 

 

・以上のことから計画どおりの実績を上げる

ことが見込まれるため、自己評価書の「B」と

の評価結果が妥当である。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―（5） 業務運営の情報化・電子化の取組 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

法人内の効率的な

情報共有及び適切な

意思決定等業務運営

の電子化（ICT の利

活用により事務手続

の簡素化・迅速化、

クラウド化）に取り

組み、業務運営の効

率化の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時等に業務を

継続できるようにす

るため、リモートワ

ーク体制の確立を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

船陸間情報通信ネ

ットワークによる迅

速な情報共有及び業

務の効率化を目的と

した ICT 利活用レベ

ルの向上や、本部と

各学校間の WEB 会議

の更なる活用等、

ICT 環境の整備等に

より業務の電子化及

びクラウド化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、災害時等に

業務を継続できるよ

うにするため、リモ

ートワーク体制の確

立を図る。 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・電子化及びクラウド

化に取り組み、業務運

営の効率化の向上を図

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本部と各学校間の

WEB 会議の更なる活用

等を図ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・以下の取組を実施し、業

務の電子化及びクラウド化

を図った。  

○低軌道衛星通信につい

て、サービスの提供を計画

している事業者等から情報

を収集するとともに、一部

練習船でサービスを利用す

る場合のシステム構成等に

ついて検討した。 

○船陸間の迅速な情報通信

環 境 を 実 現 す る た め 、

Starlink 利用についての検

証を実施した。検証結果を

踏まえ、令和６年度から大

型 練 習 船 ( 海 王 丸 ) に

Starlink を設置し、海上で

のネットワーク環境の整備

を進めている。 

○業務改善提案に基づき、

簡易な電子決裁手続きを導

入した。  

 

・本部、各学校及び練習船

間の会議を WEB 会議中心に

行うことで、横断的な情報

共有が可能となり、業務運

営の効率化及び旅費の経費

節減に繋げた。 

○ハード面では、安定した

WEB 会議実施のため、通信

速度が低下しにくいルータ

ーを選定する等、機器及び

通信環境の整備を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下の実績を総合的に判

断し、自己評価を B 評定と

する。 

・業務の電子化及びクラウ

ド化 

○Starlink 利用についての

検証を実施した結果、令和

６年度から大型練習船に

Starlink を設置し、船陸間

の迅速な情報通信環境の整

備を行っている。 

○簡易な電子決裁手続きの

導入、スプレッドシートで

の資料共有等、現存するリ

ソースを活用した電子化の

取組により、業務運営の効

率化を実施した。 

 

 

 

 

 

・本部と各学校間の WEB 会

議推進により業務効率化と

経費削減を実現 

○通信機器の整備等によ

り、更に WEB 会議の利便性

を向上させ、積極的に活用

することで、迅速且つ広範

囲な情報提供が可能とな

り、業務の効率化を進め

た。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・業務運営の電子化及びクラウド化をはじ

め、災害時の業務体制維持及び情報システム

の整備・監理への取組について、いずれも計

画どおりの実績を上げることが見込まれるた

め、自己評価書の「B」との評価結果が妥当で

ある。 
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情報システムの整

備・管理について

は、「情報システム

の整備及び管理の基

本的な方針」（令和

3 年 12 月 24 日デジ

タル大臣決定）に則

り、PMO の設置等を

通じて適切に対応す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報システムの整

備・管理について

は、「情報システム

の整備及び管理の基

本的な方針」（令和

3 年 12 月 24 日デジ

タル大臣決定）に則

り、PMO の設置等を

通じて適切に対応す

る。 

 

 

 

 

 

 

・災害時等に業務を継

続できるようリモート

ワーク体制の確立を図

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報システムの整

備・管理について、情

報システムの整備及び

管理の基本的な方針」

（令和 3 年 12 月 24 日

デジタル大臣決定）に

則り、PMO の設置等を

通じて適切に対応した

か。 

 

 

 

 

○ソフト面では、コロナ禍

に培った WEB 会議開催のノ

ウハウを活かすことで、コ

ロナ禍以降も WEB 会議を積

極的に実施した。 

 

・災害時等に業務を継続す

るためのリモートワーク体

制を、令和３年度に確立

し、令和４年度に整備した

リモートワーク環境の維持

整備及び改善のため、以下

の取組を実施した。 

○リモートワーク時、貸与

PCのほか、職員の私用PCも

使用できるよう、情報セキ

ュリティガイドラインを制

定し、リモートワーク環境

を充実させた。 

○情報システムの運用持続

計画の見直しを進めるた

め、ファイルサーバのバッ

クアップ体制など現状の問

題点を洗い出し、システム

構 成 の 見 直 し を 計 画 し

た。  

○ファイルサーバデータを

遠隔地にバックアップし、

災害時にデータを保全する

ためのシステム構成を整備

した。 

 

・令和５年度、業務経費の

節減や職員負担の軽減、学

生等の利便性の向上等を図

るため、業務の電子化及び

クラウド化を進めるための

PMO（Portfolio Management 

Office）を設置し、以下の

取組を実施した。 

○電子化及びクラウド化等

を通じた業務運営の効率化

を念頭に、各部署における

システムの現状や業務上の

課題を調査し、他独法や大

学における情報システムの

構成・運用状況について調

査・分析した結果を基に、

今後の情報システム整備の

基本的な方向性を取りまと

めた「情報システムの整備

及び管理に関する全体計

画」（以下、「全体計画」

という。）を初めて策定し

○WEB 会議を推進すること

で出張回数を減らし、経費

を節約した。 

 

 

 

・災害時に備えリモートワ

ーク体制を確立するための

規程整備及びシステム見直

し等を実施 

○災害時等において業務を

継続するため、情報セキュ

リティガイドラインをはじ

めとする関連規程の整備、

システム構成の見直し等を

行ったほか、災害時にデー

タを保全するための措置を

検討し、データの遠隔地バ

ックアップを盛り込んだフ

ァイルサーバシステムの更

新作業を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・PMO による電子化、クラ

ウド化及び船陸間情報通信

網整備の促進 

○令和５年度に設置した

PMO により、機構業務の現

状をまとめ、今後の機構全

体のシステム整備の重要な

指針となる「全体計画」を

策定した。 

○令和６年度「全体計画」

に基づき、次期基幹情報シ

ステム及び人事給与情報シ

ステムに係る PJMOを立ち上

げ、各システムの導入に向

けた作業を進めており、

PMO において定期的に進捗

確認作業を行っている。 
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た。「全体計画」には、シ

ステム化とは直接関係のな

い業務の効率化も含め記載

されており、今後、機構の

業務改革に資する重要な資

料として掲げていく予定。 

○令和６年度、「全体計

画」に基づき次期基幹情報

システム移行及び人事給与

システムに関するプロジェ

ク ト （ PJMO ： Project 

Management Office）を立ち

上げ、新システム導入に向

けた作業を開始した。な

お、PJMO 業務については、

PMO において進捗管理を続

けている。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―（1） 自己収入の確保 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

海技短大の入学料 

（円） 

  
30,000 40,000 50,000 60,000   

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

 

 

受益者負担の拡大

として、授業料を含

め関係者からの収入

の引き上げを図り、

養成定員や受講者数

等の増員による増収

を目指すとともに、

帆船等練習船の寄港

要請にかかる要請元

からの負担金収入の

拡大など、更なる自

己収入源を検討し、

確保に取り組む。 

 

① 入学料、授業料

の段階的引き上げ 

海技短大の入学料

について、応募者数

の状況を確認しなが

ら引き上げを継続す

るとともに、海技大

学校における運航実

務コースの授業料に

ついて、段階的に引

き上げを実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

 

 

・入学料、授業料の段

階的な引き上げを実施

したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

① 入学料、授業料の段階

的引き上げ 

 

・海技短大の入学料は、前

期末の 20,000円から以下の

とおり引き上げた。 

○海技短大の入学料 

R3：30,000円 

R4：40,000円 

R5：50,000円 

R6：60,000円 

 

 

・海技大学校の運航実務コ

ースについて、令和３年度

より全 73コース中について

第４期中期目標期間の令和

３～６年で延べ 123 回、授

業料の引き上げを段階的に

実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定： A 

・計画に基づき、自己収入

確保・拡大に向けて精力的

に活動し、以下の実績を上

げたこと。また、新たな取

組としてネーミングライツ

事業を立ち上げたこと等を

総合的に勘案し、自己評価

を A評定とする。 

 

 

 

 

・海技短大入学料及び海技

大学授業料の一部値上げを

実施 

○海技短大の入学料につい

て、応募状況を確認しなが

ら、前中期目標期間から継

続して引き上げを行ってお

り、令和７年度においても

70,000 円に引き上げること

としている。 

○海技大学校における運航

実務コース授業料につい

て、業界と調整を行い、全

73 コース中について第４期

中期目標期間の令和３～６

年で延べ 123 回、引き上げ

を実施し、自己収入の確保

に取り組んでいる。 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・入学料、授業料の段階的引き上げについて

は、中期計画どおり段階的な引き上げを行っ

た。 

 

・寄付金、賛助会員募集の推進について、内

航船員の不足が深刻化する環境において、船

員の安定的な養成が大変重要とされ、その中

核を担う海技教育機構が引き続き、質の高い

船員を養成していく上で、機構の財務基盤の

安定化が課題となる中、寄付金や賛助会員の

募集をはじめ、保有施設に海運企業が命名権

を設定するなど自己収入の獲得に積極的に取

り組んだ。 

 

・これらの取組は評価するものの、他方で、

令和 3年度から令和 5年度までの評価結果を鑑

みて総合的に判断し、中期目標期間における

見込評価は「B」との評価結果が妥当である。 

 

〈外部有識者の意見〉 

・海技教育機構が取り得る自己収入確保策は

多くないなか、成果を上げている。 
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② 寄付金、賛助会

員募集の推進 

OB、関係業界、経

済界、一般国民等か

らの寄付金を募ると

ともに、賛助会員の

募集を推進し、自己

収入の確保に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・寄付金、賛助会員の

募集を推進し、自己収

入の確保に取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 寄付金、賛助会員募集

の促進等 

 

・理事長のリーダーシップ

のもと、以下のとおり精力

的に広報活動を実施した。 

○寄付・賛助会案内チラシ

の配布(計 7,449 枚) (主な

配布先)  

■関係機関、機構 OB  

■各学校卒業生の保護

者  

■練習船実習修了者  

■機構役職員による外部

訪問先での手交  

■氷川丸等施設へのチラ

シ設置  

■練習船一般公開時にお

ける来場者 他  

○役職員等の名刺に賛助会

案内ページ URL（機構 HP

内）の QRコードを印字し配

布  

○新聞・業界紙等への寄付

金・賛助会員募集の記事投

稿 

○新聞広告掲載  

○SNS で入会特典を掲載 

○海技大学校講堂を対象と

したネーミングライツ（命

名権）事業の開始 

 

 

 

・寄付金実績は下記のとお

り。 

○寄付金額：計約 1,555 万

円 

R3：約  439万円 

R4：約  263万円 

R5：約  459万円 

R6：約  394万円 

○ 物 品 に よ る 寄 付 （ 寄

贈）： 

計 60件 （約 8,315万円

相当） 

 R3：９件 （約 262万円

相当） 

 R4：21 件（約 4,036 万円

相当） 

 R5：15 件（約 1,443 万円

相当） 

 R6：15 件（約 2,574 万円

相当） 

・積極的な広報活動によ

り、寄付金及び賛助会によ

る自己収入を拡大 

○自己収入拡大の取組とし

て、寄付金、賛助会員募集

を行った。理事長、役職員

の積極的な働きかけや SNS

を活用した広報活動の結

果、令和６年度までに寄付

金 は 約 9,870 万 円 相 当

（内、現金寄付は約 1,555

万円）、賛助会費は 1,643

万円の収入を得た。特に賛

助会は、令和３～６年度で

新規会員を法人会員で 124

社 149 口、個人会員で 335

名 438口獲得している。 

○コロナ禍において中断し

ていた練習船教育支援募金

を令和５年度から再開し、

令和５・６年度の２年間で

約 357万円の寄付を得た。 

 

・自己収入確保のための新

たな取組を開始 

○令和６年度から新たな自

己収入確保の取組として、

ネーミングライツ事業を開

始した。海技大学校講堂の

命名権について契約に至

り、命名権料を得た。今後

もネーミングライツ募集の

可能性を検討し、自己収入

の拡大に努める。 

 

・関係団体への積極的な PR

により、コロナ禍にあって

も例年並みの寄港要請と負

担金収入を達成 

○寄港要請実績港や周年行

事を予定している港、全国

都道府県・政令指定都市国

土交通省担当者連絡協議会

向けに、練習船見学会や寄

港要請 PRを行った。 

○令和７年度においても、

６件の帆船寄港要請（負担

金収入 1,200 万円）を予定

している。 
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③ 帆船等練習船の

寄港要請を募り、寄

港要請元からの負担

金収入の獲得を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・寄港要請を募り、寄

港要請元からの負担金

収入の獲得を推進した

か。 

・賛助会実績は下記のとお

り。 

○賛助会費額：計約 1,643

万円 

R3：約  135万円 

R4：約  198万円 

R5：約  458万円 

R6：約  852万円 

・コロナ禍により中断して

いた練習船教育支援募金を

令和５年度から再開。 

○練習船教育支援募金：計

357万円 

R5：97万円 

R6：260万円 

 

・自己収入確保のための新

たな取組を開始した。 

○新たな自己収入確保の取

組として、令和６年度から

ネーミングライツ事業を開

始し、海技大学校講堂の命

名権者を募集したところ、

目安額 250 万円（税抜）以

上の金額で複数社から申し

込みがあり、うち１社と３

年間の契約に至った。 

 

③ 練習船寄港要請元から

の負担金収入 

・練習船見学会及び寄港要

請によるイベント概要説明

会を開催し、練習船の寄港

要請について PR を実施し

た。 

○寄港要請実績港や周年行

事を予定している港、全国

都道府県・政令指定都市国

土交通省担当者連絡協議会

（通称「とんび会」）向け

の練習船見学会、寄港要請

によるイベント概要説明会

及び PRを実施した。 

・寄港要請元から、以下の

とおり帆船寄港要請負担金

を受領した。 

○帆船寄港要請負担金：計

3,800万円 

R3：600万円 

R4：1,000万円 

R5：1,000万円 

R6：1,200万円 

 

 



51 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（2） 保有資産の検証・見直し 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

保有資産について

は、資産の利用度の

ほか、本来業務に支

障のない範囲での有

効利用の可能性、経

済合理性等の観点に

沿って、その必要性

について不断の見直

しを行う。 

 

保有資産について

は、資産の利用度の

ほか、本来業務に支

障の無い範囲での有

効利用の可能性、経

済合理性等の観点に

沿って保有の必要性

について、引き続き

不断の見直しを図

る。 

＜評価の視点＞ 

・保有資産の必要性に

ついて検証したか。 

＜主要な業務実績＞ 

・令和３年度に主務大臣の

許認可を受け、交通艇「し

んとく」を一般競争入札

し、譲渡収入を国庫へ納付

した。 

 

・令和４年度に清水海技短

大の校内練習船「かざは

や」を代船建造したことに

伴い、主務大臣の許認可を

受け、旧船を一般競争入札

し、譲渡収入を国庫へ納付

した。 

 

・このほかの保有資産につ

いては、陳腐化、不適用化

の状況を規程等に基づき実

査した結果、全て教育目的

及び事務・事業を実施する

上で必要なものであり、そ

の目的に沿って有効に活用

していることを確認した。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（3） 業務達成基準による収益化 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

独立行政法人会計

基準の改訂(平成 12

年 2 月 16 日独立行

政法人会計基準研究

会策定、平成 27年 1

月 27 日改訂)等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、引き

続き、収益化単位の

業務ごとに予算と実

績を管理する。 

 

独立行政法人会計

基準の改訂(平成 12

年 2 月 16 日独立行

政法人会計基準研究

会策定、平成 27年 1

月 27 日改訂)等によ

り、運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、収益

化単位の業務ごとに

予算と実績を管理す

る。 

 

＜評価の視点＞ 

・収益化単位の業務ご

とに予算と実績を管理

したか。 

＜主要な業務実績＞ 

・前中期目標期間より、業

務達成基準による収益化が

原則とされたことを踏ま

え、収益化単位の業務ごと

に予算と実績を管理する体

制を構築している。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 

 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―（4） 予算、期間中の収支計画、期間中の資金計画 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   

別紙のとおり 

＜評価の視点＞ 

・中期計画に定めた当

該予算による運営を行

ったか。 

＜主要な業務実績＞ 

・別紙のとおり 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（5） 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   

予見し難い事故等

の事由に限り、資金

不足となる場合にお

ける短期借入金の限

度額は、1,400 百万

円とする。 

 ＜主要な業務実績＞ 

・令和３年度から令和６年

度は該当なし 

 評定 － 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・令和３年度から令和６年において該当がな

い。 

＊評価の対象とならない。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（6） 重要な財産の処分等に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   

① 乗船事務室（東

京都中央区勝どき五

丁目 802番 2)516.25

㎡ 

現況確認等終了

後､速やかに現物を

国庫に納付するよ

う、引き続き手続き

を進める｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 交通艇しんとく 

売却による収入

を､速やかに国庫に

納付するよう、引き

続き手続きを進め

る｡ 

 

③ 旧小樽海上技術

学校(北海道小樽市

桜 三 丁 目 21 番

1)28,497.28㎡ 

移転作業等と並行

して移転後の扱いを

検討し、不要と判断

した場合には、移転

完了後速やかに現物

 ＜主要な業務実績＞ 

① 乗船事務室について 

・土地及び建物の現物納付

を行うための土地履歴調査

票を関係書類と併せて関東

財務局東京財務事務所に提

出した。  

・現地において建物内のア

スベスト含有分析調査、飛

散測定調査を行い、調査報

告書を関東財務局東京財務

事務所に提出した。 

・建物内の不要物品の撤

去、屋外の立木竹の伐採を

行った。 

・令和７年度中の国庫納付

に向け、引き続き手続きを

進める。 

 

② 交通艇「しんとく」 

・国土交通省からの承認が

得られたため、入札手続き

を経て、令和３年度に国庫

納付を完了した。 

 

 

③ 旧小樽海技学校につい

て 

・小樽海技短大への移転完

了に伴い、土地及び建物の

現物納付を行うための財務

省理財局との協議が終了

し、北海道財務局小樽出張

所と現地調査に向けた関係

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 
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を国庫に納付するよ

う手続きを進める。 

 

 

書類の確認作業段階に移行

した。 

・その後、小樽出張所から

建物取壊しでの引き渡しを

求められたため、建物取壊

しの設計図書作成業務の概

算予算要求を行ったが、認

められなかった。 

・早期の国庫納付に向け、

引き続き、手続きを進めて

いく。 

 

 

  

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－（7） 剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  期間中に生じた剰

余金は、計画の達成

状況に応じて、機構

の目的の確実な達成

のための施設・設備

等の整備、研究調査

費等教育基盤の整備

拡充等のため使用す

る。 

① 施設・設備、訓

練機材等の整備 

② 安全管理及び研

究調査の推進 

③ 燃料費の高騰等

による練習船の運航

経費の不足 

 

 ＜主要な業務実績＞ 

・令和３年度から令和６年

度は該当なし 

 評定 － 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・令和３年度から令和６年において該当がな

い。 

＊評価の対象とならない。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 

 

 

【目的積立金等の状況（参考情報）】                                                                                         （単位：百万円、％） 

 令和３年度末 

(初年度) 

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末 

 

令和７年度末 

（最終年度） 

前中期目標期間繰越積立金 606 587 577 385  

目的積立金 － － － －  

積立金 － 150 282 449  

       

その他の積立金等 － － － －  

運営費交付金債務 0 371 590 697  

当期の運営費交付金交付額(a) 6,980 7,390 7,125 7,207  

 うち年度末残高(b) 0 371 590 697  

当期運営費交付金残存率(b÷a) - 5.0% 8.3% 9.7%  

(注１)横列は、当目標期間の初年度から最終年度まで設けること。 
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(注２)最終年度における「前中期目標期間繰越積立金」、「目的積立金」、「積立金」には、次期中期目標期間への積立金の繰越しを算定するために各勘定科目の残余を積立金に振り替える前の額を記載すること。 

(注３)「うち経営努力認定相当額」には、最終年度に経営努力認定された額を記載すること（最終年度に経営努力認定された利益は「目的積立金」には計上されずに、「積立金」に計上された上で次期中期目標期間に繰り越され

る。）。 

(注４)「その他の積立金等」には、各独立行政法人の個別法により積立が強制される積立金等の額を記載すること。 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（1） 施設・設備の整備 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

機構の目的の確実

な達成のために、必

要となる施設に関す

る整備計画を策定

し、効果的な業務運

営を図る。 

練習船において

は、国際条約改正や

技術革新に対応した

航海訓練の実施、そ

の他効率的な業務運

営のために帆船を汽

船に更新することも

含め、船隊規模につ

いて検討する。 

 

機構の目的の確実

な達成のため、必要

となる施設・設備に

関する整備計画を策

定し、効果的な業務

運営を図る。 

なお、本計画は、

毎年の業務運営状況

等を総合的に勘案

し、必要な見直しを

行うものとする。 

① 校内練習船の将

来的な必要性を検討

したうえで、代船建

造について計画す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今後の練習船隊

規模の検討を行い、

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 校内練習船の代船建造

計画 

・清水海技短大・波方海技

短大の校内練習船の建造に

ついて予算要求を実施し、

令和３年度補正予算におい

て、清水海技短大校内練習

船建造の予算が認められ

た。令和４年度、清水海技

短大校内練習船「かざは

や」を代船建造計画どおり

竣工した。 

・令和６年度「校内練習船

建造コンサル及び仕様書作

成業務」の入札を行い、コ

ンサル業者による仕様書作

成業務が実施されている。 

・引き続き、校内練習船の

あり方について検討を実施

する。 

 

② 練習船隊の代船建造及

び修繕計画 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 
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代船建造及び修繕に

かかる計画を立案す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 陸上工作技能訓

練センターの完成に

向け、可能なところ

から整備する。 

・令和４年度、代船建造を

含み必要とされる船隊規模

及び運用コスト並びに修繕

計画を立案検討した。 

・海王丸について、修繕計

画に基づき令和５年度に第

１期大規模修繕（汚水処理

装置更新、シガーマスト整

備等）、令和６年度に第２

期大規模修繕（女性衛生設

備整備、フォアマストヤー

ド整備等）を実施した。 

・銀河丸大規模修繕につい

て、令和７年度分の予算要

求作業を行った。 

・練習船隊の規模について

は、引き続き検討を行う。 

 

③ 陸上工作技能訓練セン

ターの整備 

・教材、実習装置等を整備

し、令和６年３月１日、海

技大学校に機関訓練センタ

ーを設置した。 

・令和８年度の運用開始に

向け、引き続き整備を進め

る。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（2） 人事に関する計画 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

人事交流 

（計画値） 

期間中 

235 名以上 

期間中 

300 名以上 

 

47名以上 

 

47名以上 

 

47名以上 

 

47名以上 

  

人事交流 

（実績値） 

 最終年度値 

62名 

 

50名 

 

57名 

 

50名 

 

42名 

  

達成度   106.4% 121.3% 106.4% 89.4%   

職員研修 

（計画値） 

期間中 

2,200名以上 

期間中 

900 名以上 

 

440名以上 

 

440名以上 

 

440名以上 

 

440名以上 

  

職員研修 

（実績値） 

 最終年度値 

816名 

 

976名 

 

1,065名 

 

1,167名 

 

1,447名 

  

達成度   221.8% 242.0% 265.2% 328.9%   

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

高い専門性と指導

性を備えた優秀な学

校教員、練習船教官

を戦略的に確保・育

成するため、「人材

の確保・育成に関す

る方針」を策定し、

総合的な取組を進め

る。取組の内容とし

て、新卒採用におい

て、教員及び教官の

共通採用を引き続き

実施するともに、教

員と教官、更には練

習船部員を交え、多

様なキャリアアップ

形成について検討し

実施する。また、優

秀な職員の採用や離

職者の減少のために

は良好な職場環境の

形成が不可欠である

ことから、「職員の

働き方改革」をテー

マに業務等の問題点

を整理した上で、そ

の結果を踏まえて改

善に取り組む。さら

 

海技教育の質の向

上や効率的な教育及

び訓練の実施、専門

人材の確保・育成及

び組織の活性化を図

るため、次の取組を

行う。 

 

① 旧組織、部門間

の相互理解やコミュ

ニケーションの不足

による弊害を解消

し、組織一体となっ

て人材の確保・育成

に取り組むため、人

事業務を集約し組織

横断的な人事を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・専門人材の確保・育

成及び組織の活性化を

図ったか。 

 

 

 

 

 

・組織横断的な人事を

進めたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 組織横断的な人事 

・令和４年度、人材確保・

育成業務室を設置し、旧組

織・部門間の調整を図るた

め、以下の取組を実施し

た。 

○共通採用職員以外の横断

的人事の問題点の把握を行

う方策を検討し、問題点

(希望する職場の偏り等)を

抽出した。  

○身上書を活用した横断的

人事の希望者、希望しない

者の抽出をし、その結果か

ら希望を反映させ、一部練

習船教官・学校教員間の配

置異動を実施した。 

○共通採用教員教官のロー

テーションモデル及び人事

異動とプロモーションをセ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・以下のとおり、計画どお

りの実績を上げていること

から、自己評価を B 評定と

する。 

 

 

 

・「人材確保・育成業務

室」の設置等により組織横

断的な人事を推進 

○人事業務を集約した「人

材確保・育成業務室」を本

部に設置し、旧組織・部門

間の組織横断的な調整を図

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・人事業務を集約した「人材確保・育成業務

室」を本部に設置し、旧組織・部門間の組織

横断的な調整を図っている。 

 

・期間中に船員教育機関、海運会社及び海事

関連行政機関等との人事交流を235名以上、職

員に対する研修を 2200 名以上に対して実施す

ることを計画していたところ、令和６年度ま

での累計で、人事交流を 199 名（達成度

84.7％）、職員研修を 4655 名（達成度

216.6％）に対し実施している。 

 

・以上のことから、計画どおりの実績を上げ

ることが見込まれるため、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当である。 
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に、採用ソースの拡

大、離職者減、中途

採用・再雇用の推

進、女性活躍推進等

について更に検討を

進め、改善に取り組

む。 

令和 2 年 3 月に発

生した教員の不祥事

事案を受け、第三者

委員会からの提言を

踏まえた新たな対応

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 募集・採用の強

化策として、学校教

員及び練習船教官の

共通採用の活用を引

き続き推進するとと

もに、中途採用や継

続雇用を含む採用ソ

ースの拡大に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学校教員及び練習船

教官の募集・採用の強

化・拡大に取り組んだ

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ットとしたキャリアパスに

ついて整理し、学校教員

は、ある程度の船員経験が

求められることから、新人

を採用しても、すぐに学校

へ派遣できないなど、問題

点の抽出を行った。 

 

② 募集・採用の強化・拡

大 

・募集・採用強化の取組と

して、以下を実施した。 

【共通採用・新規採用関

係】 

○期間中、共通採用として

航海科教官 21名、機関科教

官 12名を採用し、練習船教

官・学校教員間の配置異動

を１名に対して実施した。 

○組織横断的な人事とし

て、陸上職と海上職を行き

来できる共通職の募集を行

った他、募集要件の見直し

を図った。 

○乗船実習中の商船系大学

及び商船系高等専門学校の

学生に対し、海技教育機構

の練習船教官・学校教員の

職務、キャリアパス等 PRを

実施した。 

○大学主催の企業研究会・

海技者セミナー等に参加

し、採用活動を実施した。 

○水産高校や工業高校を個

別訪問し、募集活動を実施

した。また、希望者に対し

て練習船見学会を実施し

た。 

○就職後の定着を図るた

め、水産高校出身の採用決

定者に対し練習船を見学さ

せ、練習船勤務及び船内生

活に対する意識付けを行っ

た。 

【中途採用・継続雇用関

係】 

○採用ソース拡大のため、

工業高校教員経験者から学

校教員を採用することとし

た。 

○自衛隊海運企業説明会へ

参加し、募集活動を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・共通採用職員の募集等に

よる採用の強化及び自己都

合退職理由を分析し、定着

率向上のための対応を実施 

○募集・採用の強化を含

め、学校と練習船との共通

採用の実施、中途採用の採

用ソース拡大、自己都合退

職者の傾向確認等を実施

し、人材の確保・育成に努

めた。 

○期間中、共通採用として

航海科 21 名、機関科 12 名

を採用し、練習船教官・学

校教員間の配置異動を１名

に対して実施している。 
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③ 船員教育機関、

海運会社及び海事関

連行政機関等と期間

中に 235 名以上の人

事交流を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 職員の資質・能

力の維持及び向上を

図るため、職務別及

び階層別に体系付け

た職員研修計画を策

定し、教育専門分野

を含む外部への委託

研修のほか、職員の

知見を活用した内部

研修を推進し、期間

中に延べ 2,200 名以

上の職員に対して研

修を効率的に実施す

る。 

 

 

 

 

 

⑤ 多様な人材が相

互に理解し合い、チ

ームとして活躍でき

る職場環境の形成に

向け、現状における

問題点を整理し、改

善策に取り組む。 

 

 

 

 

 

＜主な定量的指標＞ 

・船員教育機関、海運

会社及び海事関連行政

機関等と期間中に 235

名以上の人事交流を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・教育専門分野を含む

外部への委託研修のほ

か、職員の知見を活用

した内部研修を期間中

に延べ 2,200 名以上の

職員に対し実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・職場環境の形成に向

け、現状における問題

点を整理し、改善策に

取り組んだか。 

○継続雇用制度における優

遇措置について、対象職種

の整理を行った上で、令和

６年度から実施した。 

 

③ 人事交流 

・海運会社 47名及び海事関

連行政機関等152名、計199

名の人事交流を行い、船員

教育の質の向上や効率的な

教育及び訓練の実施、組織

の活性化を図った。 

 

［指標実績］ 

・人事交流：計 199名 

R3：50名 

R4：57名 

R5：50名 

R6：42名 

 

④ 外部委託及び内部研修

の実施 

・外部委託研修 953 名、内

部研修 3,702 名、計 4,655

名の職員に対して研修を実

施し、職員の資質・能力の

維持及び向上を図り、加え

て人材の適切な配置及び業

務の効率化と海技教育の質

の向上を図った。 

 

［指標実績］ 

・外部委託及び内部研修の

参加職員：計 4,655名 

R3：976名 

R4：1,065名 

R5：1,167名 

R6：1,447名 

 

⑤ 職場環境の形成 

・職場環境の形成に向け、

以下のとおり取り組んだ。 

○職員の相談機会を増やす

ため、訪船による面談を増

やして対応した。 

○離職理由（ミスマッチ、

メンタル、家庭事情 等）

について、聞き取り等によ

り確認した個々の退職理由

についての対応に係る検討

を開始した。 

○各部門での自己都合退職

理由を個別に整理できるよ

う、離職者発生の都度、共

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部委託及び内部研修の

実施について、定量的指標

の 211.5%を達成、更に上回

る見込み。 

○人事交流を 199 名（達成

度 84.7%）、職員研修を

4,655 名（達成度 211.6%）

に対し実施している。人事

交流については、令和７年

度も同様の実績を上げるこ

とが見込まれ、定量的指標

を達成することが見込まれ

る。職員研修については令

和６年度時点で目標値を大

きく上回る実績を上げてい

る。 

 

 

 

・職場環境の形成に向けた

取組 

○訪船による面談を増や

し、職員との相談の機会を

増やした。 

○個別退職理由の調査を実

施し、自己都合退職者の抑

制に取り組んでいる。 

○キャリアアップの明確化

等を検討した。 

○練習船部員採用者の事務

職への職種変更等、柔軟に

対応できる環境の形成に取

り組んでいる。 
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通様式にデータを蓄積し、

各部門間で情報共有を図る

とともに、データを基に自

己都合退職理由の傾向を分

析し、有効な離職抑制策と

してキャリアアップの明確

化等を検討した。 

○自己都合退職者を抑制す

るため、個別退職理由の調

査を実施した。多くの事例

を入手し、所属・職種別に

要因を分析し、具体的な対

策を取りまとめ、この結果

に基づき改善に取り組んで

いる。 

○職員が協力し積極的に業

務が行われるよう、兼務発

令の現状（令和５年 10月１

日時点）を確認し、広報

室、機関訓練センターに専

任職員を配置し、兼務数を

減らした。 

○練習船部員採用者の事務

職への職種変更等、多様な

人材が柔軟に活躍できる職

場環境の形成に向け、取り

組んでいる。 

 

 

４．その他参考情報 

－ 

 

  



66 

 

様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（3） 積立金の使途 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

   

前中期目標期間か

らの繰越積立金は、

前中期目標期間まで

に自己収入財源で取

得し、本中期目標期

間へ繰り越した有形

固定資産の減価償却

に要する費用等に充

当する。 

＜評価の視点＞ 

・積立金は、有形固定

資産の減価償却に要す

る費用等に充当した

か。 

＜主要な業務実績＞ 

・前中期目標期間からの繰

越額は、646,252,700円と

なっている。 

・令和６年度までに

261,370,748円を有形固定

資産の減価償却費、たな卸

資産に係る取崩し、前払保

険料等として充当した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・計画通りの実績を上げて

いることから自己評価を B

評定とする。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・計画どおりの実績を上げることが見込まれ

るため、自己評価書の「B」との評価結果が妥

当である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（4） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

重大事故発生件数 0件  0件 0件 0件 0件   

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

機構は、「独立行

政法人通則法の一部

を改正する法律」

（平成 27年 4月 1日

施行）に基づき、内

部統制の推進体制を

整備するとともに、

内部統制の一層の充

実・強化を図るた

め、機構の重要な審

議機関としての理事

会の機能強化を行

い、毎年度「内部統

制の推進に関する取

組方針」を策定し、

これに基づき実施す

る。 

特に、座学教育

及び航海訓練につい

ては、リスク管理の

徹底により、期間内

の重大事故発生件数

0件を目指す。 

一方で、前中期目

標期間に起きた各種

不祥事事案を受け止

め、適切な業務運営

のためにコンプライ

アンスの更なる徹底

等、内部統制の強化

を図る。理事長の強

いリーダーシップの

もと、内部統制委員

会での検証や外部有

 

業務方法書に定め

た事項に基づき、法

令等を遵守しつつ効

果的かつ効率的に業

務を運営し、法人の

使命を果たすため、

内部統制の充実・強

化を図る。 

特に、前中期目標

期間に発生した不祥

事事案を重く受け止

め、適切な業務運営

のために本部、学校

及び練習船に対し、

監事監査及び内部監

査を適切に行ってい

くことにより、監査

機能の実効性の向上

に努める。 

座学教育及び航海

訓練においては、リ

スク管理の徹底によ

り、期間内の重大事

故発生件数 0 件を目

指す。 

 

 

① 機構の業務の実

施状況について、実

態を把握し、継続的

な分析及び必要な見

直しを行うため、内

部統制に関する委員

会を毎年度開催す

＜主な定量的指標＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・座学教育及び航海訓

練においては、リスク

管理の徹底により、年

度内の重大事故発生件

数 0件を目指す。 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・内部統制に関する委

員会を毎年度開催した

か。 

・本部、学校及び練習

船に対し、監事監査及

び内部監査を適切に行

＜主要な業務実績＞ 

・座学教育及び航海訓練に

おいては、リスク管理の徹

底により、中期目標期間中

の重大事故発生件数は０だ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［指標実績］ 

・重大事故発生件数：計０

件 

○前中期目標期間中に発生

した重大事故事案を踏ま

え、リスク管理を徹底した

結果、令和６年度までの座

学教育及び航海訓練におけ

る重大事故発生件数は０件

である。 

 

① 内部統制委員会の開催 

・理事長を委員長とする内

部統制委員会を毎年３回開

催し、以下の取組内容の報

告、審議を行い、適切に内

部統制の充実及び強化が図

＜評定と根拠＞ 

評定：C 

・以下の実績を挙げたもの

の、期間中複数件の不祥事

事案が発生してしまったこ

とを総合的に判断し、自己

評価を C評定とする。 

 

・重大事故発生件数０件を

達成の見込み 

○令和６年度までの重大事

故発生件数は０件であり、

定量的指標（重大事故期間

中０件）を達成する見込み

である。 

○令和７年度においても、

内部監査等を通じて徹底し

たリスク管理を行うことに

より、重大事故発生を防止

するよう努める。 

 

・監事監査及び内部監査を

適切に実施 

○監事監査に加え内部監査

を毎年度本部・各学校・各

船において実施、適切な業

務運営が行われているかを

確認し、リスクを未然に防

ぐよう取り組んだ。 

○文書管理監査は従前、各

学校のみにおいて実施され

ていたが、文書管理が不十

分であった部分に対する改

善効果が認められたため、

令和４年度からは本部、令

評定 C 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・内部統制委員会を毎年3回開催し、機構の業

務の実施状況について、実態を把握し、継続

的な分析及び必要な見直し並びにガバナンス

の強化を行っている。 

 

・また、職員のコンプライアンスに関する意

識を向上させるため、毎年度全職員を対象に

コンプライアンス研修や、機構内研修時に服

務規律及び倫理等に関する講義を実施してい

る。 

 

・リスクマネジメント委員会を毎年３回開催

し、各年度における優先対応リスク計画の選

定、進捗状況の点検及び評価を実施してい

る。 

 

・平成 29 年度に締結した「情報セキュリティ

強化対策に係わるインターネット分離及び保

守業務」契約に関し、令和５年 11 月に公表さ

れた令和４年度決算検査報告において、会計

検査院から「情報セキュリティ強化対策とし

て機構の業務用端末をインターネットから分

離するなどの契約の実施に当たり、機構にお

いて必要な業務を適時適切に実施していなか

ったため、分離システムの構築のために賃借

した機器等の一部が一度も使用されておら

ず、また、追加費用が生じたりしたもの」と

して不当事項と指摘されたことを受け、令和

５年４月に設置したPMOにおいて、基幹情報シ

ステム整備や人事・給与情報システム整備に

向けたプロジェクトを立ち上げ、情報セキュ

リティの強化及び業務の効率化を推進した。 

これらのプロジェクトの進捗状況の管理につ
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識者、第三者委員会

の助言による業務の

改善等の取組を更に

進めるとともに、監

査結果を業務運営に

より適切に反映させ

る体制を整備するこ

とにより、内部統制

システムの充実を図

る。また、本部と現

場、教員・教官同士

の連携強化、安全管

理上の課題への横断

的な取組、情報共有

体制の構築を進める

ことで、不祥事事案

に対する信頼の回復

に取り組む。 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② コンプライアン

スの一層の推進を図

るため、内部通報制

度の環境整備を行う

とともに、コンプラ

イアンス推進に係る

教育・研修を実施す

る。 

 

 

 

 

③ リスクマネジメ

ントを通じ、業務運

営におけるリスクを

適切に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 理事長の強いリ

ーダーシップのも

と、内部統制委員会

での検証や外部有識

者、第三者委員会の

助言による業務の改

善等の取組を更に進

めることにより、内

部統制システムの充

実を図る。 

 

 

 

 

い監査機能の実効性の

向上に努めた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コンプライアンス推

進に係る教育・研修を

実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・業務運営におけるリ

スクを適切に管理した

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制委員会での

検証や外部有識者、第

三者委員会の助言によ

る業務の改善等の取組

を更に進めることによ

り、内部統制システム

の充実を図ったか。 

・本部と現場や教員・

教官同士による連携強

化、安全管理上の課題

への横断的な取組、情

報共有体制の構築を進

めたか。 

 

られていることを点検し

た。 

○監事監査 

○SMS 内部監査 

○コンプライアンス研修実

施状況 

○公益通報実績 

・本部、学校及び練習船に

対して以下の監査を行い、

適切な業務運営が行われて

いるかを確認した。 

○業務監査 

○文書管理監査 

○個人情報保護監査 

 

② コンプライアンスの一

層の推進 

・以下の取組を行った。 

○全職員対象のコンプライ

アンス研修（毎年１回） 

○新採用職員研修（海技

職）、ファーストステップ

研修（教員及び事務職）及

び新管理職研修実施時にお

ける服務規律及び倫理等に

関する講義の実施 

 

③ リスクの適切な管理 

・リスクマネジメント委員

会を毎年３回開催し、以下

の取組を行った。 

○危機対応指針の一部改正 

○緊急連絡先情報の収集・

管理に関する達の一部改正 

○ 学 校 事 業 継 続 計 画

（BCP）の改正 

○各年度における優先対応

リスク計画の選定、進捗状

況の点検及び評価 

 

④ 内部統制システムの充

実 

・理事長を委員長とする内

部統制委員会を毎年３回開

催し、以下の取組内容の報

告、審議及び有効性の評価

等を実施し、内部統制シス

テムの充実を図った。 

○監事監査 

○SMS 内部監査 

○コンプライアンス研修実

施状況 

○公益通報実績 

 

和５年度から練習船も対象

として実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コンプライアンス推進の

ための研修を毎年度、全職

員を対象に実施 

○職員のコンプライアンス

に関する意識を向上させる

ため、毎年度全職員を対象

にコンプライアンス研修

や、機構内研修時に服務規

律及び倫理等に関する講義

を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制委員会、リスク

マネジメント委員会及び安

全衛生推進委員会の定期開

催を実施 

○内部統制委員会、リスク

マネジメント委員会及び安

全衛生対策推進委員会を開

催し、それぞれの部門にお

いて業務実態や業務運営上

のリスクを把握し、組織横

断的な情報共有体制の構築

を進めることで、内部統制

システムの充実、不祥事事

いて、理事会が組織として意思決定を行うこ

とを徹底することで、会計検査院による指摘

事項への再発防止に努めている。 

 

・令和 6年 3月に宮古校職員による後援会資金

着服事案が発生した。当該事案が発生した要

因として、多額の後援会資金を取り扱うこと

へのリスク管理が不十分であったこと、資金

移動がなされたことについて、事後的に、か

つ、速やかに確認するルールがなかったこと

等が挙げられる。これらに対して、第三者委

員会の報告書を踏まえ、後援会の廃止や現金

出納の原則禁止及び本部による管理を含めた

内部規程の見直し等、再発防止策を策定し、

信頼回復に努めているところ。今後も引き続

き当該内部規定に基づき、適正な運用を実施

する必要がある。 

 

・令和 6年 7月から 9月に行われた運航労務管

理官による練習船 5 隻に対する監査において 5

件の船員法等関係法令違反の事実（船員の休

息時間の分割等に関する違反）が確認され

た。また、令和 6 年 11 月から令和 7 年 1 月に

行われた運航労務監理官による本部に対する

監査において、3 件の船員法違反の事実（船員

の給与規程及び労働時間に関する違反）が確

認され、これら８件の違反について運航労務

管理官による戒告（行政指導）がなされた。 

これら船員法等関係法令違反が発生した要因

として、独法移行後、船員法適用に変更され

たにもかかわらず船員法遵守に対する意識が

希薄であったこと、本部と現場の連携・情報

共有に不足があったこと等が挙げられる。こ

れらに対して、休息時間の分割に関する違反

と労働時間に関する違反については、労務管

理体制等の見直し及び強化、船員に対する教

育指導の実施、労務検討調査会の立ち上げに

よる継続的な見直し、船員の給与規程につい

ては、違反の是正のため規程を改正し、再発

防止に努めているところ。今後も引き続き、

適切な労務管理を徹底するとともに、当該是

正措置や改正した給与規程について、各部署

の労務管理者等から職員一人一人に対して周

知・啓発を行い、遵守させる必要がある。 

 

・令和 6年 9月に波方校校内練習船による係留

場所での燃料油流出事案が発生した。当該事

案は学生の操作を教員が確認していなかった

ことによるものであるが、その要因として、

海上実習（校内練習船実習）の学生指導面に

おいて、教員による学生行動の管理・監督が

不十分であったこと、学生の理解度を考慮し

た指導ができていなかったこと等が挙げられ

る。これらに対して、教員は学生に作業指示
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⑤ 本部と現場や教

員・教官同士による

連携強化、安全管理

上の課題への横断的

な取組、情報共有体

制の構築を進めるこ

とで不祥事事案に対

する信頼の回復に取

り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・不祥事事案に対する

信頼の回復に取り組ん

だか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 不祥事事案に対する信

頼の回復 

・組織横断的な安全衛生対

策推進委員会において、学

校安全衛生活動計画、船員

災害防止実施計画、健康保

持増進実施計画を策定し、

計画に基づく活動や現況を

定期的に確認した。 

・期間中に発生した４件の

不祥事事案に対して、信頼

回復のための取組を推進し

た。 

○令和６年３月に発生した

宮古校職員による後援会資

金着服事案に関する第三者

委員会の報告書を踏まえ、

再発防止策を策定するとと

もに機構ホームページ上に

公表し、各学校における現

金出納の原則廃止等、再発

防止に取り組み、信頼回復

に努めている。 

○令和６年７月に実施され

た船員労務管理官による船

員労務監査において、練習

船における船員法第 65条の

３第１項（休息時間）につ

いて法令違反の事実が確認

され、戒告処分を受けたこ

とを踏まえ、今後同様の事

態が発生しないよう、練習

船全船に対し「休息時間の

取扱について」の注意喚起

を行う等、再発防止に努め

ている。 

○令和６年９月、波方校の

校内練習船が海上実習のた

め出港準備中に係留場所で

燃料油（軽油）を流出する

事案が発生した。防除作業

及び風浪等により拡散消滅

したことで浮流油による漁

業被害等は発生していない

が、原因究明と生徒・学生

への指導及び教員による確

認の徹底等、再発防止に努

めている。 

○令和６年 11月から令和

７年１月に実施された運航

労務監理官による船員労務

監査において、本部におけ

案に対する信頼回復に取り

組んでいる。 

・不祥事事案に対する信頼

回復へ取組 

○左欄に記載のとおり、組

織一丸となり、信頼回復に

努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の復唱、作業実施、終了の報告を行わせるこ

とで、確実な作業実施と教員によるその確認

を徹底することとし、再発防止に務めている

ところ。今後も引き続き、当該是正措置を徹

底し、更なる安全運航の確保を図る必要があ

る。 

 

・以上を踏まえ、自己評価書の「C」との評価

結果が妥当である。 

 

〈業務運営上の課題及び改善方策〉 

・令和６年度に連続して戒告を受けた船員法

違反ついては、適切な労務管理を徹底すると

ともに、是正した措置や改正した規則につい

て、各部署の労務管理者等から職員一人一人

に対しても周知・啓発を行い、遵守させる必

要がある。 

 

・不祥事事案に対する信頼回復に向けて、本

部と現場、教員・教官同士の連携強化、安全

管理上の課題への横断的な取組、情報共有体

制の構築を進める必要がある。 

 

〈外部有識者からの意見〉 

・昨今、教育機関の不祥事はとても社会的影

響が大きい。組織として不祥事が起きないよ

うな体制を構築することが重要である。 

 

・民間に対して模範的であるべき海技教育機

構が立て続けに不祥事を起こしたことは猛省

すべきである。 

 

・不祥事が起きた原因をしっかり検証するこ

とが大切である。 
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⑥ 監事監査及び内

部監査を実施し、監

査結果に基づくフォ

ローアップを適切に

行うことにより、ガ

バナンスの強化を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・監査結果に基づくフ

ォローアップを適切に

行い、ガバナンスの強

化を推進したか。 

る船員法第 66条（割増手

当）及び第 67条（記録簿

の備置き等）について法令

違反の事実が確認され、戒

告処分を受けたことを踏ま

え、独立行政法人海技教育

機構職員給与規程を改正す

るとともに、全練習船に対

し「練習船船員の適切な労

務管理の実行について」の

説明を行う等、再発防止に

努めている。 

 

⑥ ガバナンスの強化 

・理事長を委員長とする内

部統制委員会を毎年３回開

催し、監事監査及び SMS 内

部の実施計画と対応結果を

報告及び審議し、ガバナン

スの強化を図った。 

 

 

 

・平成 29 年度に締結した

「情報セキュリティ強化対

策に係わるインターネット

分離及び保守業務」契約に

関し、令和５年 11月に公表

された令和４年度決算検査

報告において、会計検査院

から「情報セキュリティ強

化対策として機構の業務用

端末をインターネットから

分離するなどの契約の実施

に当たり、機構において必

要な業務を適時適切に実施

していなかったため、分離

システムの構築のために賃

借した機器等の一部が一度

も使用されておらず、ま

た、追加費用が生じたりし

たもの」として不当事項と

指摘されたことを受け、以

下の対応を講じ、再発防止

に努めている。 

【対応】 

○新たに設置した PMO にお

いて情報システム全体の適

切な整備及び管理を行うこ

と。 

○プロジェクトの実現可能

性について、外部専門家で

ある PMO アドバイザーによ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・組織内のガバナンスを強

化 

○理事長を委員長とする内

部統制委員会を開催し、監

事監査及び内部監査等の取

組内容の報告、審議を行

い、適切に内部統制の充

実・強化が図られているか

を点検している。 

 

・不祥事事案への再発防止

への取組 

○平成 29 年度に締結した

「情報セキュリティ強化対

策に係わるインターネット

分離及び保守業務」契約に

関し、令和４年度決算検査

報告において会計検査院よ

り不当事項と指摘されたこ

とを真摯に受け止め、PMO

において情報システム全体

の適切な整備及び管理を行

うこと、プロジェクトの実

現可能性について、外部専

門家である PMO アドバイザ

ーによる技術的観点からの

助言を基に事前検討を行う

こと、プロジェクトの進捗

状況の管理については業務

推進本部会合等を通じて適

時適切に行うとともに、理

事会において組織としての

意思決定を行うこと等を徹

底し、再発防止に努めてい

る。 
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る技術的観点からの助言を

基に事前検討を行うこと。 

○重要プロジェクトについ

ては、適時適切に、業務推

進本部会合等を通じて進捗

状況の管理を行うととも

に、理事会において組織と

しての意思決定を行うこ

と。 

 

 

  

４．その他参考情報 

－ 
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様式１－２－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―（5） 情報セキュリティ対策 

当該項目の重要度、困難度 － 関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

予算事業 ID 004439,004441,004663 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終

年度値等） 

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

３．中期目標期間の業務に係る目標、計画、業務実績、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 主な評価指標等 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  

「サイバーセキュ

リティ戦略」（平成

30 年 7 月 27 日閣議

決定）等の政府方針

を踏まえ、引き続

き、サイバー攻撃等

の脅威への対処に万

全を期するととも

に、保有個人情報の

保護を含む適切な情

報セキュリティ対策

を推進する。 

 

また、リモートワ

ーク時のセキュリテ

ィの強化を図る。 

 

内閣官房情報セキ

ュリティセンター

（NISC）策定の「政

府機関の情報セキュ

リティ対策のための

統一基準群」（平成

30 年 7 月 25 日サイ

バーセキュリティ戦

略本部第 19 回会合

改定）に基づき、機

構内の情報セキュリ

ティ対策の強化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

・機構内の情報セキュ

リティ対策の強化を図

ったか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

・情報セキュリティ対策と

して、次の取組を実施し

た。 

○内閣官房情報セキュリテ

ィセンター（NISC）が開催

する各種勉強会等への参加 

○令和３年度、陸上部門に

てインターネット分離化ソ

フトの運用開始 

○令和４年度より最高情報

セキュリティアドバイザー

を外部委嘱し、最高情報セ

キュリティ責任者が情報セ

キュリティに関する助言を

得られる体制を構築 

○令和５年度「政府機関の

情報セキュリティ対策のた

めの統一基準群」の改定を

受け、情報セキュリティポ

リシーの見直しを実施 

○令和３年度の内閣官房情

報セキュリティセンター

（NISC）による監査の指摘

事項に対するフォローアッ

プとして、規程類の改正作

業等を実施 

 

・令和５年度に発生した個

人情報漏洩を伴う情報セキ

ュリティインシデント事案

が４件発生したことを受

け、次の通り再発防止策を

講じ、情報セキュリティ対

策の強化に努めた。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・期間中に複数件数のイン

シデントが発生したもの

の、適切な対策の実施によ

り、以後の発生件数を０件

としていることを、総合的

に判断し、自己評価を B 評

定とする。 

 

・４件のセキュリティイン

シデント発生を受け、情報

セキュリティ対策を更に強

化 

○期間中、個人情報漏洩を

伴うセキュリティインシデ

ントが４件発生したことを

重く受け止め、情報セキュ

リティポリシーに従い、全

ての案件について主務省に

対して報告するとともに、

業務実績欄のとおり、情報

セキュリティにかかる再教

育の徹底、メールサーバの

機能改修、セキュリティポ

リシーの改正、情報セキュ

リティ教育の充実等、様々

な対策を講じ、情報セキュ

リティ対策を一層強化し

た。その結果、令和６年２

月に４回目のセキュリティ

インシデントが発生した以

降、情報セキュリティイン

シデントは発生していな

い。 

評定 B 評定  

＜評定に至った理由＞ 

・期間中に情報セキュリティ対策として、陸

上部門にてインターネット分離化ソフトの運

用開始や最高情報セキュリティアドバイザー

を外部委嘱し、最高情報セキュリティ責任者

が情報セキュリティに関する助言を得られる

体制を構築するなどの取組を実施した。 

 

・期間中に複数件数のインシデントが発生し

たものの、その後に適切な対策を実施してい

る。 

 

・以上のことから、計画どおりの実績を上げ

ることが見込まれるため、自己評価書の「B」

との評価結果が妥当である。 
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また、リモートワ

ークの機能強化とあ

らゆる事態に対応し

たリモートワーク体

制の実現とともに在

宅勤務時のセキュリ

ティの強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・リモートワーク時の

セキュリティの強化を

図ったか。 

○全機密情報等の情報セキ

ュリティ対策に係る再教育

の徹底 

○メール発信時における宛

先の再確認及び上長確認の

徹底 

○メールサーバの機能改修

（送信の２段階確認及び外

部宛先の自動 BCC化）。  

○情報セキュリティ体制及

び責務の明確化を図るた

め、関係規程を改正  

 

・令和４年度、在宅勤務等

の拡大に対応し、情報セキ

ュリティポリシーのうち、

要機密情報を取り扱う場合

を含む外部サービスの利

用、WEB 会議サービスやテ

レワーク等に関連する部分

を改正した。 

また、この改正に合わせ

て個人情報にかかる JMETS

ポータルサイトの運用指針

等（情報格付及び取扱制

限）の改正、テレワーク実

施時及び WEB 会議利用時の

情報セキュリティガイドラ

イン等を新設し、リモート

ワークにおける情報セキュ

リティの強化を実施した。 

 

・令和５年度、リモートワ

ーク用 PCについて、職員に

貸与するリモートワーク用

PCのほか、職員の私用 PCも

使用できるよう、情報セキ

ュリティガイドラインを制

定し、リモートワーク環境

を充実させた。 

 

今後も引き続き、NISC 統

一基準に対応したガイドラ

インの整備や情報セキュリ

ティ教育の徹底等、対策に

取り組んでいく。 

 

・リモートワーク用 PCにつ

いて、職員に貸与するリモ

ートワーク用 PCのほか、職

員の私用 PCも使用できるよ

う、情報セキュリティガイ

ドラインを制定し、リモー

トワーク環境を充実させ

た。 

 

 

 

４．その他参考情報 

－ 

 



別　紙

予算（令和3年度～令和7年度）
（単位：百万円）

海技教育の実施 研究の実施 成果の普及・活用促進 法人共通 合　計

収入
運営費交付金 27,394 1,571 842 5,057 34,864
施設整備費補助金 923 0 0 0 923
船舶建造費補助金 2,186 0 0 0 2,186
受託収入 0 15 125 0 140
業務収入 5,872 5 0 20 5,897

計 36,375 1,591 967 5,077 44,010

支出
業務経費 11,399 25 27 0 11,451
施設整備費 923 0 0 0 923
船舶建造費 2,186 0 0 0 2,186
受託経費 0 15 125 0 140
一般管理費 0 0 0 1,399 1,399
人件費 21,867 1,551 815 3,678 27,911

計 36,375 1,591 967 5,077 44,010

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

［人件費の見積り］

[運営費交付金の算定ルール]

[注記]

区　分

　退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を
財源とするものと想定している。

　中期目標期間中総額 22,201百万円を支出する。
　当該人件費の見積りは、予算表中の人件費の内、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与の費用である。（非常
勤役員報酬等を除く。）

　別添のとおり。



収支計画（令和3年度～令和7年度）
（単位：百万円）

海技教育の実施 研究の実施 成果の普及・活用促進 法人共通 合　計

費用の部 34,646 1,591 967 5,147 42,351
経常費用 34,646 1,591 967 5,147 42,351

業務経費 33,266 1,576 842 0 35,684
受託経費 0 15 125 0 140
一般管理費 0 0 0 5,077 5,077
減価償却費 1,380 0 0 70 1,450

収益の部 34,646 1,591 967 5,147 42,351
経常収益 34,646 1,591 967 5,147 42,351

運営費交付金収益 27,394 1,571 842 5,057 34,864
受託収入 0 15 125 0 140
業務収入 5,872 5 0 20 5,897
資産見返負債戻入 1,380 0 0 70 1,450

純利益 0 0 0 0 0
目的積立金崩額 0 0 0 0 0
総利益 0 0 0 0 0

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

区　分



資金計画（令和3年度～令和7年度）
（単位：百万円）

海技教育の実施 研究の実施 成果の普及・活用促進 法人共通 合　計

資金支出 36,375 1,591 967 5,077 44,010
33,266 1,591 967 5,077 40,901
3,109 0 0 0 3,109

0 0 0 0 0

資金収入 36,375 1,591 967 5,077 44,010
33,266 1,591 967 5,077 40,901

運営費交付金による収入 27,394 1,571 842 5,057 34,864
受託収入 0 15 125 0 140
業務収入 5,872 5 0 20 5,897

投資活動による収入 3,109 0 0 0 3,109
施設整備費補助金による収入 923 0 0 0 923
船舶建造費補助金による収入 2,186 0 0 0 2,186

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。

次期中期目標期間への繰越金

区　分

業務活動による支出 
投資活動による支出 

業務活動による収入 


